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１ はじめに 

○ 障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条約」という。）について

は、平成 18 年 12 月に国連総会で採択され（平成 20 年 5 月に発効）、我が

国は平成 19 年 9 月に署名しており、同条約に対応するため、国内法制の整

備等を進める必要がある。 

 

○ 障害者権利条約では、一般的義務として、障害を理由とするいかなる差別

（合理的配慮の否定を含む。）もなしに、すべての障害者のあらゆる人権及

び基本的自由を完全に実現することを確保し、及び促進すべきことを定める

とともに、身体の自由、拷問の禁止等の自由権的権利及び教育、労働等の社

会権的権利について締約国がとるべき措置を定めている。 

 

○ 労働・雇用分野においては、第 27 条で、公共・民間部門での雇用促進等

のほか、①あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募集、採用及び雇用の

条件、雇用の継続、昇進並びに安全かつ健康的な作業条件を含む。）に関す

る障害を理由とする差別の禁止、②職場において合理的配慮が提供されるこ

との確保等のために適当な措置をとるべきこととされている。 

 

○ これまで、労働・雇用分野における障害者権利条約への対応は、平成 20

年 4 月から「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に関

する研究会（以下「20 年研究会」という。）」が開催され、平成 21 年 7 月に

中間整理（以下「中間整理」という。）がとりまとめられ、その後、これを

受け、同年 10 月から労働政策審議会障害者雇用分科会（以下「分科会」と

いう。）が開催され、主な議論の状況が平成 22 年 4 月に「労働・雇用分野に

おける障害者権利条約への対応の在り方に関する中間的な取りまとめ（以下

「中間的な取りまとめ」という。）」として取りまとめられている。 

 

○ また、政府として、障害者権利条約の締結に必要な国内法整備をはじめと

する障害者制度の集中的な改革を行うため、平成 21 年 12 月に障がい者制度

改革推進本部を設置し、その下に障がい者制度改革推進会議を開催して、障

害者施策の推進に関する事項について議論が行われてきた。同会議において

は、平成 22 年 6 月に第 1 次意見を取りまとめ、これを踏まえ、同月、政府

は「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」を閣議決定して

いる。 

 

○ この閣議決定では「労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、

職場における合理的配慮の提供を確保するための措置、これらに関する労使

間の紛争解決手続の整備等の具体的方策について検討を行い、平成 24 年度
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内を目途にその結論を得る。」とされており、「中間整理」や「中間的な取り

まとめ」から更に検討を進めるため本研究会が設置された。 

 

○ 本研究会では、これまでの検討経緯や障がい者制度改革推進会議及び同会

議の下の差別禁止部会の議論の状況、欧米諸国における対応状況などを踏ま

えつつ、（１）差別禁止等の枠組みの対象範囲、（２）合理的配慮の内容及び

その提供のための仕組み、（３）合理的配慮を行う事業主の負担に対する助

成の在り方、などの論点について、平成 23 年 11 月から計 9 回にわたって議

論を重ね、その検討の結果を取りまとめた。 

 

２ これまでの検討経緯等について 

(１)労働・雇用分野におけるこれまでの検討状況 

（「中間整理」及び「中間的な取りまとめ」について） 

○ 20 年研究会においては、ドイツ、フランス、ＥＵ及びアメリカにおける障

害者権利条約の対応状況を踏まえつつ、17 の障害者関係団体からのヒアリ

ングを行うとともに、「障害を理由とする差別の禁止」や「合理的配慮」を

どのように捉えればよいのか、合理的配慮の具体的内容はどのようなものか、

これらの実効性をどのように担保すべきか等について、計 11 回の検討を行

い、概ね意見が集約されつつある事項や意見が分かれている事項があるもの

の、これまでの検討状況を「中間整理」としてまとめている。 

 

○ 「中間整理」をもとに検討が行われた分科会では、計 7 回の検討を行い、

「中間的な取りまとめ」においては、 

・ 障害を理由とする差別を禁止し、その対象としては、雇用に係るすべて

の事項（主な対象としては、募集・採用の機会、賃金その他の労働条件、

昇進・配置その他の処遇、教育訓練、雇用の継続・終了（解雇・雇止め等））

が考えられること 

・ 職場における合理的配慮の提供を事業主に義務付けるとともに、合理的

配慮は、個々の労働者の障害や職場の状況に応じ提供されるものであり、

多様かつ個別性が高いものであるので、法律では配慮の概念を定め、具体

的な配慮の内容等は、配慮の視点を類型化しつつ指針として定めることが

適当であること 

・ 事業主にとって過度の負担となる場合には、提供義務を負わず、また、

過度の負担は、合理的配慮と同様に非常に個別性が強いことから、企業の

事業規模等を総合的に勘案して、個別に判断する必要があり、判断基準と

して一律の数値基準を設けることはなじまないこと 

などについて異論はないとされ、分科会で合意が得られている。 
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○ 本研究会では、こうした 20 年研究会での障害者関係団体からのヒアリン

グの状況や主なやりとり、分科会で合意が得られている事項などのこれまで

の成果を踏まえつつ、分科会で意見が分かれている事項や合理的配慮を行う

事業主の負担に対する助成の在り方など検討すべきとされている事項を中

心に更なる検討を行った。 

 

(２)障がい者制度改革推進会議における検討状況 

（障害者基本法の改正について） 

○ 障がい者制度改革推進会議においては、第 1 次意見に引き続き、平成 22

年 12 月に障害者基本法の改正に関する第 2 次意見を取りまとめ、それを踏

まえた障害者基本法の改正が、平成 23 年 7 月「障害者基本法の一部を改正

する法律（平成 23 年法律第 90 号）」として成立している。 

 

○ 改正後の障害者基本法においては、第 2 条の障害者の定義について「身体

障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁によ

り継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と

改正するとともに、社会的障壁とは「障害がある者にとつて日常生活又は社

会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念そ

の他一切のもの」と定義している。 

 

○ また、改正後の障害者基本法第 4 条では、第 1 項の障害を理由とする差別

の禁止に加え、第 2 項として「社会的障壁の除去は、それを必要としている

障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを

怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施につ

いて必要かつ合理的な配慮がされなければならない。」との規定を追加し、

障害者権利条約の批准に向けた改正が行われている。 

 

（障がい者制度改革推進会議差別禁止部会における検討状況） 

○ 平成 22 年 6 月の閣議決定「障害者制度改革の推進のための基本的な方向

について」においては、横断的課題における改革の一つとして「障害を理由

とする差別を禁止するとともに、差別による人権被害を受けた場合の救済等

を目的とした法制度の在り方について、第一次意見に沿って必要な検討を行

い、平成 25 年常会への法案提出を目指す。」とされている。 

 

○ このため、同年 11 月に障がい者制度改革推進会議の下に差別禁止部会が

設置され、労働・雇用を含め、司法手続、教育、医療などあらゆる分野にお

ける障害を理由とする差別の禁止等に関し、「障害を理由とする差別の禁止
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に関する法律（仮称）」（以下「差別禁止法」という。）を制定するため、検

討が行われている。 

 

○ 差別禁止部会においては、平成 24 年 3 月に論点に関する中間的な整理と

して「障害を理由とする差別の禁止に関する法制の制定に向けて」が出され、

今後、平成 24 年 9 月末を目途に骨格提言を取りまとめることとしている。 

 

(３)欧米諸国における障害者権利条約への対応状況 

○ 障害者権利条約については、平成 24 年 7 月 17 日現在で、世界 117 か国

の国及び地域が批准している。 

 

○ そのうち、主要国であるドイツ、フランス及びイギリスと、批准国ではな

いものの障害を理由とする差別禁止のための「障害をもつアメリカ人法（Ａ

ＤＡ法）」があるアメリカの 4 か国における障害者差別禁止法制の主な内容

は以下のとおりである。 

 

（障害を理由とする差別の禁止等に対応するための法制的な枠組みについて） 

○ 法制的な枠組みについては、ドイツでは、あらゆる分野における障害など

を理由とする差別禁止法と労働・雇用分野の個別法において対応しているが、

フランスでは、労働・雇用分野の個別法のみで対応し、逆に、イギリス及び

アメリカにおいては、あらゆる分野における障害を理由とする差別禁止法

（イギリスは、障害以外の理由も含む）のみで対応している。 

 

○ また、障害者雇用率制度については、ドイツ及びフランスが差別禁止法制

と併存しているが、イギリス及びアメリカには障害者雇用率制度はない。 

 

（差別禁止等の枠組みの対象範囲について） 

○ 障害者の範囲については、ドイツ及びフランスにおいては法律上明確な定

義はないが、合理的配慮の対象障害者については、障害者雇用率制度の対象

となる「重度障害者」のみとされている。 

 

○ 一方、イギリスでは「身体的又は精神的な機能障害を有する者であり、こ

の機能障害によって通常の日常生活を行う能力に、実質的かつ長期間にわた

り悪影響を受けている者（過去に障害を有していることや著しい醜状なども

対象となる）」とされ、アメリカでは「１つ以上の主要な生産活動を実質的

に制限する身体的又は精神的機能障害があるか、過去にそのような機能障害

があるか、そのような機能障害があるとみなされる者」であって、職務に対

し「適格性」を有する者とされている。 
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○ また、事業主の範囲については、アメリカでは週 20 時間以上働く者を 15

人以上雇用する事業主とされ、その他の国では、全ての事業主とされている。 

 

（合理的配慮の考え方等について） 

○ ドイツでは、合理的配慮に該当する規定が差別禁止法制にはないが、労

働・雇用分野の個別法において「重度障害者は、使用者に対し、…労働ポス

トや職業訓練への配慮、障害に適した就労場所・設備、労働時間などの請求

権を有する」と規定され、その他の国では、事業主に対し合理的配慮の提供

を義務付けている。 

 

○ 以上のとおり、労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止に関

する対応状況は、アメリカを除いてドイツ、フランス及びイギリスは障害者

権利条約に批准しているものの、国の立法政策や法体系等の違いにより、そ

れぞれ異なった措置が講じられている。 

 

３ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方について 

(１)基本的枠組みについて 

①障害者権利条約に対応するための枠組みについて 

（法制的な枠組みについて） 

○ 現在、障害者権利条約に対応するため、差別禁止部会においては、労働・

雇用を含め、司法手続、教育、医療などあらゆる分野における障害を理由と

する差別の禁止等に関し、差別禁止法の制定に向け、検討が行われている。 

 

○ 一方、労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配

慮の提供等については、「中間的な取りまとめ」において「実効性を担保す

るための仕組みを含めて国内法制に位置づけることが必要であることにつ

いて、異論はなかった」とされており、障害者権利条約に対応するための法

制的な枠組みの検討に当たっては、如何に差別の禁止や合理的配慮の提供等

の実効性を担保するかが重要である。 

 

○ 差別禁止法については、現在その内容が検討中であり、法律の位置づけや

その詳細については明らかではないが、現行の「障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和 35 年法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」という。）」

においては、ハローワークなどによる職業リハビリテーションサービスや障

害者雇用に関する指導・助言の仕組みが規定され、労働・雇用分野における

障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提供等の実効性を担保する

ためには、それらを十分に活用していくことが効果的であることから、労

働・雇用分野における障害者権利条約への対応は、障害者雇用促進法を改正
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して対応を図るべきである。 

 

○ 一方、労働・雇用分野における障害者権利条約への対応は、差別の禁止（合

理的配慮の不提供を含む）については差別禁止法で規定し、差別禁止法で定

められた事項を実効性のあるものとするための事業主への助成等の措置に

ついては障害者雇用促進法で規定すべきとの意見や、障害者権利条約への対

応のためには、現行の障害者雇用促進法の枠組みを抜本的に見直すことを含

め検討すべきとの意見もあり、今後、検討が行われる差別禁止法の内容や法

律上の位置づけも踏まえ、同法と障害者雇用促進法が相互に補完し合うなど

整合性のとれたものとなるよう、十分な調整を図るべきである。 

 

（障害者雇用率制度の位置づけについて） 

○ 差別的取扱いを禁止することは、一般的には機会の均等を確保するものと

考えられる。一方、障害者権利条約においては、積極的差別是正措置をとる

ことが盛り込まれており、また、我が国における障害者雇用率制度は障害者

雇用の確保に関し成果を上げてきていると評価できることから、積極的差別

是正措置として位置づけ、引き続き残すべきである。 

 

②差別禁止等の枠組みの対象範囲について 

（障害者の範囲について） 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提

供等に関する対象障害者の範囲については、「中間的な取りまとめ」におい

て「現行の障害者雇用率制度の対象より広範囲なものとし、障害者雇用促進

法第 2 条に規定する障害者としてはどうかとの意見が出され、異論はなかっ

た」とされている。 

 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提

供等については、その実効性を担保する観点から、それらが義務付けられる

こととなる事業主にとって予見可能性が十分に担保されるべきであり、また、

そうした観点から対象障害者は一定の範囲に決めておくべきである。 

 

○ 現在の障害者雇用促進法第 2 条の障害者は「身体障害、知的障害又は精神

障害があるため、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生

活を営むことが著しく困難な者」とし、発達障害者や難治性疾患患者などを

含め、障害者手帳の有無に関わらず、障害者であるか否かを上記の規定に照

らし個別に判定し、各種の職業リハビリテーションサービスを提供している。 

 

○ したがって、労働・雇用分野における障害者権利条約の対応に当たっては、
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現行の障害者雇用促進法第 2 条の障害者とするのが適当である。なお、その

際、同条の規定については、障害者基本法や障害者総合支援法などの規定を

踏まえ、対象の明確化等について法制的な検討を行い、必要な見直しを行う

べきであるとの意見があった。 

 

○ また、過去に障害の履歴を有する場合や障害者を持つ家族など可能な限り

広く捉える必要があるとの意見がある一方、合理的配慮など事業主に対する

義務付けとなることを踏まえ、対象となる者の予見可能性を担保するために

は、現時点での障害の有無で判断すべきではないかとの意見もあった。さら

に、発達障害や精神障害、内部障害など外見からは判断しづらい障害に対す

る予見可能性への配慮が必要ではないかという意見もあった。 

 

（事業主の範囲について） 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提

供等に関する対象事業主の範囲を検討するに当たっては、障害者権利条約へ

の対応は事業主に義務付けられるものであることを踏まえ、公的支援の整備

状況などを勘案しつつ、段階的な実施や十分な準備期間を設けるなどの措置

が重要である。 

 

○ 一方、障害者権利条約は「すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的

自由の完全かつ平等な共有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害

者の固有の尊厳の尊重を促進すること」を目的としていることから、原則、

企業規模によって差を設けるべきものではなく、全ての事業主とすべきであ

る。 

 

(２)障害を理由とする差別の禁止について 

①障害を理由とする差別について 

（直接差別について） 

○ 障害者権利条約において「障害を理由とする差別」とは、「障害を理由と

するあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化

的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者と平等にすべての人権及

び基本的自由を認識し、享有し、又は行使することを害し、又は妨げる目的

又は効果を有するものをいう。障害を理由とする差別には、あらゆる形態の

差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。」とされている。 

 

○ 障害を理由とする差別のうち、直接的な差別的取扱い（障害であることを

直接の理由として差別を受ける場合）は禁止すべきである。 
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（間接差別について） 

○ 外見上は中立的でも、職務とは関連がないなど合理性のない条件を設定し、

実質的には障害者を差別するという、いわゆる「間接差別」については、中

立的な基準でも結果として「差が生じる」ものであることから、どのような

ものが間接差別に当たるのかといった具体的な基準や要件が明確にされな

ければ、実効性のある差別禁止規定とはならない。 

 

○ 障害については多様性・個別性があることも考慮すると、現段階では、実

効性のある「間接差別」の禁止規定を設けることは困難であり、まずは、具

体的な相談事例や今後の裁判例の集積などを行い、立法事実としてどのよう

なものが｢間接差別」となるかが明確になる基準や要件を確定することが必

要である。 

 

○ なお、「間接差別」の具体的な基準や要件が明確でないものの、差別の正

当化事由を設けることによって、「間接差別」は規定できるのではないかと

の意見がある一方、今回、合理的配慮の提供が義務付けられることから、中

立的な基準により結果として「差が生じる」場合でも、合理的配慮の提供を

確保することによって、そうした場合への対応が可能となるのではないかと

の意見があった。 

 

（合理的配慮の不提供について） 

○ 障害者権利条約においては、「障害を理由とする差別には、あらゆる形態

の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。」とされており、合理的配慮を

行わないこと（合理的配慮の不提供）は差別に当たることとされている。 

 

○ 一方、合理的配慮の不提供について「差別」と位置づけた場合、それが法

制上「直接差別」及び「間接差別」に該当しない新たな差別類型として整理

できるのか（「直接差別」や「間接差別」にも該当しない差別的取扱いがあ

るか）といった問題がある。 

 

○ さらに、障害者権利条約においては、合理的配慮について「職場において

合理的配慮が障害者に提供されることを確保すること」とされていることか

ら、労働・雇用分野における合理的配慮については、まずは、合理的配慮を

提供することを事業主に義務付け（作為義務）、それを確実に担保すること

で対応すべきである。 

 

○ なお、障害者権利条約へ批准するためには合理的配慮の不提供について

「差別」と位置づける必要があるとの意見がある一方で、合理的配慮の提供
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を作為義務として課すこととした場合、それを提供しないこと（不提供）を

差別として禁止すること（不作為義務）は、同じ法体系の中で両立しうるの

かといった問題が生じることにも十分留意する必要がある。 

 

（ハラスメントについて） 

○ 嫌がらせなどのいわゆる「ハラスメント」については、差別として位置づ

けてそれを禁止すべきとの意見がある一方で、「間接差別」と同様に、どの

ような行為が「ハラスメント」として禁止すべき行為であるのかといった具

体的な基準や要件が明確ではないことから、実効性のある禁止規定とはなら

ないのではないかとの意見があった。 

 

○ 一方、既に障害者に対する暴言や拒絶的な対応、不当な差別的言動などを

禁止する「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（平成 23 年法律第 79 号。以下「障害者虐待防止法」という。）」が成立して

おり、同法には「使用者による虐待」として、事業主によるそれらの行為が

禁止されるとともに、職場の同僚によるそれらの行為を事業主が放置するこ

とも禁止されている。 

 

○ 「ハラスメント」の基準や要件が明確ではなく、また、「ハラスメント」

と虐待との立法上の区分も明確ではないものの、障害者虐待防止法において

は、禁止すべき虐待を定義するとともに、その施行に向けた「マニュアル（※）」

などにおいては虐待となる具体例（暴力などの身体的虐待のほか、侮辱、無

視、ののしる、嫌がらせなどの心理的虐待など）を示していることから、事

業主はそれらを踏まえ、自らがそうした虐待を行わないことはもとより、苦

情処理体制の整備など同法に基づく必要な措置を講じ、職場における虐待の

防止をすべきである。 

 

（※：「市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応（平成 24 年 3 月厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室）」） 

 

○ また、障害者虐待防止法第 26 条においては、既にハローワークや労働基

準監督署を含む都道府県労働局が、障害者雇用促進法などの法に基づき適切

な措置を講じることが規定されていることから、ハローワークなどにおいて

は、職場における虐待を防止するため事業主などへの周知に努めるとともに、

虐待の報告等を受けた場合には、同法に基づき、関係機関との連携のもと、

速やかに障害者の安全を確保するとともに、事業主に対して適切な措置を講

じるべきである。 
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（労働能力に基づく差異について） 

○ 「中間整理」において「労働能力を評価した結果として賃金等に差が生じ

るといった「労働能力に基づく差異」については、合理的配慮が提供された

上で、労働能力が適切に評価されたものであるならば、結果として差が生じ

ても差別には該当しないのではないか」とされており、それについて特段異

論はなかったが、労働能力は、個々の職場における雇用慣行や雇用契約の内

容を踏まえ、適切に評価されるべきであるとの意見があった。 

 

（差別の正当化事由や適用除外、差別禁止の私法上の効果について） 

○ ｢間接差別」に関連して、諸外国の制度を踏まえつつ、職務に本質的かつ

重要な要請である場合や、業務の本質的な遂行に必要な能力である場合（そ

れらを事業主が立証できた場合）には、差別に当たらないという差別の正当

化事由を設けるべきとの意見がある一方、我が国における雇用慣行や雇用契

約の内容と諸外国におけるそれらの違いを十分考慮して検討すべきとの意

見もあった。 

 

○ また、差別禁止の私法上の効果については、障害を理由とする解雇や雇止

めなどを無効にするといった私法上の効果を明確にすべきとの意見がある

一方、差別禁止に違反した場合には、公序良俗違反で（解雇や雇止めなどが）

無効となるか、または不法行為に該当する蓋然性があるため、特段法律上に

規定を置かなくとも問題はないのではないかといった意見があった。 

さらに、例えば、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法

律第 68 号）第 8 条「事業主がその雇用する労働者の定年の定めをする場合

には、当該定年は、60 歳を下回ることができない。」の規定は、60 歳未満の

定年を定める就業規則の規定はその部分について無効となると行政上解さ

れており、法律上に規定を置かなくとも私法上の効果をもつ規定として機能

させることもできるのではないかとの意見もあった。 

 

②差別が禁止される事項について 

○ 障害者権利条約においては「あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募

集、採用及び雇用の条件、雇用の継続、昇進並びに安全かつ健康的な作業条

件を含む。）に関し、障害を理由とする差別を禁止すること」とされ、雇用

に係るすべての事項を対象として差別を禁止している。 

 

○ 「中間的な取りまとめ」においても「条約においては、雇用に係るすべて

の事項を差別禁止対象としており、主な対象としては、募集・採用の機会、

賃金その他の労働条件、昇進・配置その他の処遇、教育訓練、雇用の継続・

終了（解雇・雇止め等）が考えられるとの意見が出され、異論はなかった。」
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とされていることから、それについて特段異論はなく、そのような取扱いが

なされるべきである。 

 

(３)職場における合理的配慮について 

①合理的配慮に対する基本的な考え方について 

（合理的配慮の提供に関する法律上の位置づけ） 

○ 障害者権利条約においては、合理的配慮について「職場において合理的配

慮が障害者に提供されることを確保すること」とされており、「中間的な取

りまとめ」においても「障害者に対して職場における合理的配慮の提供を事

業主に義務付けることについて、異論はなかった」とされていることから、

合理的配慮を提供することを事業主に義務付ける（作為義務）べきである。 

 

（合理的配慮の不提供について）【再掲】 

※ ３（２）の①参照 

 

②合理的配慮の枠組みと内容について 

（合理的配慮の枠組みについて） 

○ 「中間的な取りまとめ」において「合理的配慮は個々の労働者の障害や職

場の状況に応じて提供されるものであり、多様かつ個別性が高いものである

ので、法律では合理的配慮の概念を定め、具体的な配慮の内容等については、

配慮の視点を類型化しつつ、指針として定めることが適当であるとの意見が

出され、異論はなかった。」とされていることを踏まえ、法律では概念や枠

組みを定め、具体的な中身についてはガイドラインなどで定めるべきである。 

 

○ また、その際、合理的配慮が多様性・個別性が高いことを理由に、法律の

施行が困難であるということにならないよう留意すべきであり、また、労

働・雇用分野においては、採用から雇用期間中、退職といったそれぞれの時

点において異なる配慮が必要となることにも留意すべきであるとの意見が

あった。 

 

○ さらに、合理的配慮の提供は、障害者の請求権として私法上の効果を持た

せるべきとの意見がある一方、請求権とした場合には具体的にどのような配

慮が必要かを障害者側で特定する必要がある等の課題があることに鑑みる

と、慎重に考えるべきとの意見もあった。また、障害者が合理的配慮を求め

たことにより不利益な取扱いを受けることのないよう明確にしておくべき

であり、不利益な取扱いを受けた場合の私法上の効果も併せて明確にしてお

くことが望ましいのではないかとの意見があった。 
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（合理的配慮の内容について） 

○ 「中間整理」や「中間的な取りまとめ」に記載された合理的配慮の内容に

加え、合理的配慮として、適切な訓練の機会や特別休暇の提供も対象となる

のではないか、また、食堂などの福利厚生における施設や制度も対象となる

のではないかとの意見があった。 

 

○ さらに、障害特性を理解するための職員への研修や啓発、障害特性に合わ

せた職場環境の整備、障害者からの様々な相談に応じるための体制整備も合

理的配慮として対象となるのではないかとの意見があった。 

 

○ 通勤時の移動に関する支援については、労働法上、通勤は労働時間外であ

り、事業主の配慮すべき範囲とは言えないことから、福祉的サービスで対応

すべきとの意見がある一方で、全て福祉的サービスで対応するとした場合に

は多大な財政負担が生じるのではないかとの意見もあり、また、障害者権利

条約への対応の在り方を検討するこの機会に、関係府省庁を跨いで積極的な

検討を行うべきとの意見もあったことから、そうした意見を踏まえ、引き続

き検討すべき課題である。 

一方、事業主が通勤の配慮や便宜を図った場合には、助成などの支援が受

けられる仕組みが重要である。 

 

○ そのほか、障害特性を踏まえた合理的配慮の内容として、 

・ 精神障害者については、対人関係が問題となることが多いため、配置転

換や勤務形態、勤務時間など働き方の柔軟な仕組みも対象となるのではな

いか。 

・ 発達障害については、職場の理解といった環境整備やコミュニケーショ

ン、人間関係の調整だけではなく、精神的に安定できるスペースの確保な

ど施設・設備面の配慮も対象となるのではないか。 

との意見があった。 

 

③合理的配慮の提供のための仕組みと実効性の担保について 

（合理的配慮が適切に提供されるための企業内での仕組みについて） 

○ 合理的配慮の提供に当たっては、労使間の紛争に至る前の段階で解決され

ることが望ましいことから、企業内において当事者同士が相互理解や検討を

行った上で合理的配慮が提供されていくことが重要であり、そのためには、

企業内に当事者同士が話し合うことのできる相談窓口などの体制を整備す

べきである。さらに、事業主には、そうした相談に応じることも義務付けら

れるべきとの意見もあった。 
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○ また、企業内での相談に当たっては、①企業内で相談に応じる専門家を配

置することのほか、②企業規模や必要に応じて、ジョブコーチなどの外部の

専門家を活用したり、③就労移行支援事業所などとの密接な連携の下でのハ

ローワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターなど

の公的な機関による適切な助言・指導が受けられるような仕組みとすべきで

ある。 

 

○ さらに、企業内での管理者や相談に応じる者、雇用現場の担当者には、研

修などによって障害特性に対し十分な理解を促す仕組みを整備するととも

に、ハローワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センタ

ーなどの公的な機関の職員にも、障害特性に対する十分な理解はもとより、

それを踏まえた支援方法の習得などの専門性の向上に努めるべきである。 

  その際、障害当事者団体や就労移行支援事業所などにも協力を得ながら、

企業内または公的な機関の職員にとって、より効果的な研修などとなるよう

にすべきである。 

 

（合理的配慮が適切に提供されるための企業以外の相談機関等の仕組みにつ

いて） 

○ 現在でも、ハローワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支

援センターには、雇入れ、配置、作業補助具、作業の設備又は環境その他障

害者の雇用に関する技術的事項について、助言・指導を行うこととされてい

る。 

 

○ したがって、前述のとおり、企業内での相談に際し、これらの機関が事業

主に対し適切な助言・指導を行うとともに、事業主や障害者、それらの関係

者からの合理的配慮に関する相談を受けられるような体制の整備や専門性

の向上に努めるべきである。 

 

（合理的配慮の提供の実効性を担保するための措置、特に事業主の負担に対す

る助成の在り方について） 

○ 「中間的な取りまとめ」においては「障害者に対する合理的配慮を行う事

業主の負担に対する助成の在り方を検討するべきではないか」とされており、

そうした経済的な負担に対する支援の必要性については異論はないものの、

一方で、合理的配慮の提供は事業主に義務付けられることから、義務付けら

れた事項に助成を行い、その履行を促すことは困難であると考えられる。 

 

○ 一方、現行では、障害者雇用率制度に連動する形で、障害者雇用に伴う事

業主間の経済負担の調整の仕組みとして納付金制度があり、そうした事業主
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間の経済負担の調整の一環として、合理的配慮に係る経済的な負担を支援し

ていくことは可能であり、その仕組みを活用していくことが考えられる。 

 

○ ただし、「中間整理」において「雇用率制度の対象でない事業主も含めて

全事業主を対象とする場合、合理的配慮に対する財政支援をどのような形で

行うかが問題になる」とされており、納付金制度の活用に当たっては、 

Ⅰ 合理的配慮の提供は、障害者雇用率制度と異なり、全ての事業主に義務

付けられ、また、対象となる障害者も障害者雇用率制度の対象障害者より

も広くなること、 

Ⅱ 合理的配慮の内容は、障害特性や職場の状況により、多様性・個別性が

高いものであること、 

を十分考慮する必要がある。 

 

○ 現行の納付金制度は、200 人を超える企業規模（※1）を対象に 

・ 雇用率未達成企業から、達成までに不足する障害者数分に納付金額（※

2）を乗じた額を徴収し、 

・ 雇用率を超える企業に対し、雇用率を超えて雇用する障害者数分に調整

金額（※3）を乗じた額を支給する 

ことにより、事業主間の障害者雇用に伴う経済負担の調整を図るほか、納付

金制度の対象とならない中小企業への経済負担の軽減を目的として報奨金

を、障害者の雇用促進を目的として助成金を支給している。 

 

（※1：平成 27 年 4 月より 100 人を超える企業規模に変更） 

（※2、3：納付金額は、基準雇用率に達するまで身体又は知的障害者を雇用する場合に、調整金

額は、基準雇用率を超えて身体又は知的障害者を雇用した場合に、障害者１人につき通常必要

とされる１月当たりの特別費用の額の平均額を基準として設定。 特別費用とは、身体又は知的

障害者を雇用する場合に必要な施設・設備の設置又は整備その他の身体又は知的障害者の適正

な雇用管理に必要な措置に通常係る費用その他身体又は知的障害者を雇用するために特別に必

要とされる費用とされている。） 

 

○ 合理的配慮の提供に係る経済負担を事業主間で調整するとした場合、現行

の雇用率の達成・未達成を基準として調整する仕組みから、合理的配慮の提

供義務の達成・未達成を基準として調整する仕組みとなるが、合理的配慮の

提供義務の達成・未達成については個々の事業主ごとに判別することは困難

であることから、それを基準として調整することは不可能である。さらに、

上記Ⅱのとおり、合理的配慮の内容は、多様性・個別性が高いものであるこ

とから、納付（又は支給）する額を設定することも困難である。 
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○ また、上記Ⅰのとおり、全ての事業主に義務付けられることから、全ての

事業主から一定額を徴収し、障害者を雇用する全ての企業に一定額を支給す

るとした場合、 

・ 現行の納付金制度においても、事業主負担を考慮し、その対象は 200 人

を超える企業規模であること、 

・ 対象となる企業数の増加に伴い事務負担が増加すること 

・ 上述のとおり一定額を納付（支給）する基準の設定は困難であること 

などを考慮すると、実現可能性は極めて低いものである。 

 

○ 以上のことから、合理的配慮の提供に係る経済的な負担に対する支援に関

しては、合理的配慮の提供が事業主に対する義務付けであることから、原則、

個々の事業主により負担するものであると整理した上で、現行の納付金制度

の大枠は変えない範囲で、合理的配慮の導入に伴い対応可能な部分について

の見直しを図るべきである。 

 

○ その際、上記Ⅰ及びⅡを踏まえ、 

・ 納付金制度により経済負担の調整の対象とならない企業の負担について

もできる限り軽減を図ること、 

・ 雇用義務の対象とならない障害者への合理的配慮も考慮すること、 

・ 障害特性に応じ職場定着が困難な障害者を雇用する企業に手厚く支援が

できるようにすること 

などの観点から、今後、合理的配慮の内容の検討とともに、納付金や調整金

の額の設定の根拠となる特別費用の内容を精査することに加え、報奨金の支

給要件や助成金の位置付けとその内容、支給期限、対象障害者の範囲などに

ついて、見直しを図るべきである。 

 

○ また、そうした見直し後の納付金制度については、合理的配慮の提供に係

る経済負担への支援の有無による企業行動の違いを分析するとともに、障害

者雇用の質の向上を図るといった観点も含まれてくることから、漸次、経済

負担の調整の仕組みの実効性をチェックしていくべきである。 

 

○ なお、納付金制度による経済負担の調整を超えて必要となる配慮に係る負

担については、障害者雇用促進法の枠組みと障害者総合支援法との組み合わ

せによって、そのような負担に対応することができるのではないかとの意見

や、一般会計や特別会計による助成についても、障害者権利条約への対応に

併せて、今後、整理が必要ではないかとの意見があった。 
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④過度の負担について 

（過度の負担に対する考え方、判断基準について） 

○ 障害者権利条約において「「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等に

すべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための

必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるも

のであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」とされてい

る。 

 

○ 「中間的な取りまとめ」においては、「事業主にとって配慮の提供が過度

の負担となる場合には、事業主が合理的配慮の提供義務を負わないというこ

とについて、異論はなかった」とされ、それについて特段異論はなく、その

ような取扱いがなされるべきである。 

 

○ また、過度の負担の判断基準としては、「中間整理」において「企業規模、

業種、従業員数、環境の特性、地域の文化・慣習等を参考にして判断すべき

ではないか」とされているが、それらに加え、企業のおかれている経営状況

や合理的配慮に対する経済的な支援も考慮すべきであり、それらの項目を類

型化した指標や指針をもとに判断すべきである。 

 

○ なお、過度の負担となるような配慮については、事業主に対する義務付け

を超えるものであることから、一般会計や特別会計による公的な支援も可能

であり、そうした支援を検討すべきではないかとの意見があった。 

 

(４)権利擁護（紛争解決手続）について 

（企業内及び外部機関による紛争解決手続について） 

○ 「中間的な取りまとめ」においては「企業内における労使の十分な話し合

いや相互理解等により、できる限り自主的に問題が解決されるべきであるこ

と、企業内で自主的に解決しない場合は、外部の第三者機関による解決を図

るべきであるが、刑罰法規や準司法的手続のような判定的な形で行うのでは

なく、調整的な解決を重視すべきであるとの意見が出され、異論はなかった。」

とされている。 

 

○ この意見の取りまとめや「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号。以下「男女雇用機会均等

法」という。）」などの仕組みも踏まえ、まずは、企業内での自主的解決を図

るべきである。なお、障害者が苦情を申し出た場合には、事業主は、苦情処

理機関などを通じて申出を受けるとともに、自主的な解決を図るよう努める

べきである。また、その仕組みで解決しない場合には、労働局長による助言・
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指導を行うとともに、必要に応じて、調停制度による調整的な解決の仕組み

を整備すべきである。 

 

○ なお、男女雇用機会均等法のように、労働局長には助言・指導に加えて、

勧告できる仕組みとすべきとの意見があった。 

 

○ 外部機関による紛争解決手続については、「中間的な取りまとめ」におい

て「紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在す

る紛争調整委員会を活用した仕組みとすることが妥当であるとの意見が出

され、異論はなかった。」とされており、現行の紛争調整委員会を活用すべ

きである。 

 

○ なお、そうした現行の紛争調整の仕組みに加えて、出頭命令（出頭義務）

を付与すべきとの意見がある一方、調停制度の趣旨に照らして、出頭命令（出

頭義務）を付与することは相容れないのではないかとの意見もあった。 

 

○ また、今後、障害者虐待防止法により設置される都道府県障害者権利擁護

センターや市町村障害者虐待防止センター、差別禁止部会で創設が検討され

ている障害者の権利救済機関と、紛争調整委員会とが連携を図ることも検討

されるべきであるとの意見もあった。 

 

(５)その他 

（障害者基本法と障害者雇用促進法の規定ぶりについて） 

○ 改正障害者基本法第 3 条で「全て障害者は社会を構成する一員として、・・・

あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される」、同法第 19 条第 2 項で「事

業主は、・・・適切な雇用の機会を確保する」として、「確保」という表現に

なっている。一方、障害者雇用促進法第 3 条では「障害者である労働者は、・・・

職業生活においてその能力を発揮する機会が与えられるものとする」、第 5

条で「すべて事業主は、・・・障害者である労働者が優位な職業人として自

立しようとする努力に対して協力する責務を有するものであって、その有す

る能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与える」という表現になっている

ことから、障害者基本法の改正に併せて恩恵的表現から権利性の高い表現に

する必要があるとの意見があった。 

 

４ おわりに 

○ 本研究会においては、平成 22 年 6 月の閣議決定を踏まえ、労働・雇用分

野における障害者権利条約の批准に向けた対応を検討するため、差別禁止部

会の議論状況なども参考にしつつ、「中間整理」及び「中間的な取りまとめ」
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から更なる検討を行った。 

 

○ 従来の我が国の障害者雇用対策が雇用機会をいかに増やすかが中心であ

ったのに対し、障害者権利条約においては、障害を理由とする差別の禁止や、

合理的配慮の提供など、雇用の質についての対応が求められている。 

 

○ 一方、労働・雇用分野においては、労使関係が事業主と労働者の双方によ

る労働契約により結ばれるものであり、雇用関係が安定し継続することが望

ましいものであるとの観点から、障害者権利条約への対応によって法制上講

じられる措置については、実効性のあるものでなければならない。 

 

○ 近年、企業の障害者雇用への理解の進展や障害者の就労意欲の高まり等か

ら、障害者雇用は拡大を続けている。今後とも、一人でも多くの障害者が働

くことを通じて社会参加を実現できるよう、本研究会での検討が、今後の障

害者雇用施策の発展とともに、質と量の双方の面から障害者雇用の拡大に寄

与することを期待する。 
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労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の 

在り方に関する研究会開催要綱 

 

１．趣旨 

障害者権利条約に関し、労働・雇用分野において条約締結に向けた検討を進め

るため、平成 20 年 4 月「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在

り方に関する研究会」を開催し、計 11 回検討を行い、平成 21 年 7月に中間整理

をとりまとめている。その後、これを受け、障害者雇用分科会において、平成 21

年 10月から計７回の検討を行い、平成 22 年 4月に「労働・雇用分野における障

害者権利条約への対応の在り方に関する中間的な取りまとめ」として、主な議論

の状況を中間的に取りまとめている。 

一方、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成 22 年 6

月閣議決定）においては、労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、

職場における合理的配慮の提供を確保するための措置等の具体的方策について

検討を行い、平成 24 年度内を目途にその結論を得ることとされており、これま

での議論も踏まえつつ、障害者雇用分科会の「中間的な取りまとめ」からさらに

検討を進めるため「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に

関する研究会」（以下「研究会」という。）を開催する。 

 

２．主な検討事項 

（１）差別禁止等枠組みの対象範囲について 

（２）合理的配慮の内容及びその提供のための仕組みについて 

（３）合理的配慮を行う事業主の負担に対する助成の在り方について 

（４）その他 

 

３．研究会の運営 

（１）研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識経験者

の参集を求め、開催する。 

（２）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 

（３）座長が、必要があると認めるときは、関係者の参加を求めることができる。 

（４）研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用

対策課において行う。 

 

４．参集者 

 別紙のとおり 

 

５.開催時期 

 平成 23年 11月～ 
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労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に関する研究会開催状況 

 

 

 

第１回（平成 23年 11 月 30日） 

○研究会の開催について 

○これまでの検討経緯等について 

・障害者権利条約について 

・厚生労働省におけるこれまでの検討について 

・障害者制度改革の動きについて 

○今後の研究会の進め方について 

 

第２回（平成 23年 12 月 21日）  

○これまでの検討経緯等について 

・「平成 20年研究会」における障害者関係団体からのヒアリング結果について 

・障がい者制度改革推進会議差別禁止部会での議論の状況について 

 

第３回（平成 24年 1月 31日）  

○諸外国の制度について 

○論点の提示 

 

第４回（平成 24年 3月 6日） 

○他の研究会における検討状況について 

○今後の主な論点「第 1 基本的枠組み」について 

○今後の主な論点「第 2 障害を理由とする差別の禁止」について 

 

第５回（平成 24年 4月 17日） 

○今後の主な論点「第 3 職場における合理的配慮」のうち、 

「1 基本的考え方」及び「2 合理的配慮の内容について」 

○今後の主な論点「第 3 職場における合理的配慮」のうち、 

「3 合理的配慮の提供のための仕組みと実効性の担保について」 

○今後の主な論点「第 4 権利擁護（紛争解決手続）について」 

 

 



第６回（平成 24年 5月 29日）  

○これまでの論点整理 

○今後の主な論点「第 3 職場における合理的配慮」のうち、 

「合理的配慮の提供の実効性を担保するための措置、特に、事業主の負担に対

する助成の在り方」と「過度の負担について」 

 

第７回（平成 24年 6月 19日） 

○今後の主な論点「第 3 職場における合理的配慮」のうち、 

「合理的配慮の提供の実効性を担保するための措置、特に、事業主の負担に対

する助成の在り方」と「過度の負担について」 

 

第８回（平成 24年 7月 3日） 

○今後の主な論点「第 3 職場における合理的配慮」のうち、 

「合理的配慮の提供の実効性を担保するための措置、特に、事業主の負担に対

する助成の在り方」と「過度の負担について」 

○報告書（素案）について 

 

第９回（平成 24年 7月 25日） 

○報告書（案）の取りまとめ 
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今後の主な論点（全体版） 

 

 

第 1 基本的枠組み 

１ 障害者権利条約に対応するための枠組みの全体像 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別を禁止し、合理的配慮の提供を事業

主に義務づけることについて、個別法である障害者雇用促進法に位置づけることでよ

いか。その際、現在、障がい者制度改革推進会議差別禁止部会において検討されてい

る「障害を理由とする差別の禁止に関する法律（仮称）」との関係をどのように整理し

ていくのか。 

○ 障害者雇用率制度は、障害者権利条約における積極的差別是正措置として、引き続

き存続することとしてよいか。 

 

２ 差別禁止等枠組みの対象範囲 

○ 差別禁止等の対象となる障害者及び事業主の範囲についてどのように考えるか。特

に、障害者については予見可能性、事業主については企業規模や段階的な実施などに

ついて、それらをどのように整理していくのか。 

 

第２ 障害を理由とする差別の禁止 

１ 障害を理由とする「差別」とは何か。 

○ 差別には「直接差別」のほか、「間接差別」や「ハラスメント」、「合理的配慮の不提

供」について、どのように考えるか。また、「労働能力に基づく差異」について、どの

ように考えるか。 

○ 「差別の正当化事由や適用除外」、「差別禁止の効果（私法上の効果など）」などにつ

いて、どのように考えるか。 

 

２ 差別が禁止される事項 

○ 労働・雇用分野における差別が禁止される事項について、どのように考えるか。雇

用に関わる全ての事項を対象とすることでよいか。 
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第３ 職場における合理的配慮 

１ 基本的考え方 

○ 合理的配慮の提供に関し、法律上の位置づけについて、どのように考えるか。また、

「合理的配慮の不提供」について、どのように考えるか。（再掲） 

○ 差別禁止等の対象となる障害者及び事業主の範囲についてどのように考えるか。（再

掲） 

 

２ 合理的配慮の内容について 

○ 合理的配慮の枠組みとその内容について、どのように考えるか。 

 

３ 合理的配慮の提供のための仕組みと実効性の担保について 

○ 合理的配慮が適切に提供されるための企業内での仕組みについて、どのように考え

るか。 

○ 合理的配慮が適切に提供されるための企業以外の相談機関等の仕組み（例：米国の

JAN（Job Accommodation Network））についてどのように考えるか。 

 ○ 合理的配慮の提供の実効性を担保するための措置について、どのように考えるか。

特に、事業主の負担に対する助成の在り方（現行の納付金制度との関係など）につい

て、どのように考えるか。 

 

４ 過度の負担について 

○ 合理的配慮の提供と過度の負担について、どのように考え、過度の負担の判断基準

をどのように考えるか。特に、公的な助成との関係をどのように考えるか。（上記３参

照） 

 

第４ 権利擁護（紛争解決手続）について 

○ 企業内における紛争解決手続きについてどのように考えるか。また、その仕組みに

ついてどのように考えるか。 

○ 具体的に差別があった場合に、裁判で争う以外に、外部機関による紛争解決手続き

について、どのように考えるか。 
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障害者権利条約について 

 

１ 条約の概要 

○ 障害者の権利及び尊厳を保護・促進するための包括的・総合的な

国際条約であり、 

① 一般的義務として、障害を理由とするいかなる差別（合理的配

慮の否定を含む。）もなしに、すべての障害者のあらゆる人権・基

本的自由を完全に実現することを確保・促進すべきことを定め、  

② 身体の自由、拷問禁止等の“自由権的権利”及び教育、労働等

の“社会権的権利”について、締約国が取るべき措置を定め、  

③ 条約の実施を促進・保護・監視するための枠組みを維持、強化、

指定又は設置すること等を定めている。 

 

○ 雇用分野については、公共・民間部門での雇用促進等のほか、 

① あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募集、採用及び雇用

の条件、雇用の継続、昇進並びに安全・健康的な作業条件を含む。）

に関する差別の禁止（１(a)）、 

② 公正・良好な労働条件、安全・健康的な作業条件及び苦情に対

する救済についての権利保護（１(b)） 

③ 職場において合理的配慮が提供されることの確保（１(i)） 

等のための適当な措置をとることにより障害者の権利の実現を保

障・促進することとされている。 

 

○ 雇用分野を含め、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、締

結国は、その完全な実現を漸進的に達成するため、自国における利

用可能な手段を最大限に用いること等により、措置をとることとさ

れており、必ずしも条約で規定されたとおりの措置を即時に講ずる

ことまで義務付けているものではないが、国内法制の整備の可否又

は是非について整理した上で、現時点で対応可能な事項については

速やかに法的整備を図る必要がある。 

 

 

 

資料３ 
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＜今後の障害者雇用施策の充実強化について─障害者の雇用機会の拡大に向けて─

（平成 19年 12月 19日労働政策審議会意見書）（抄）＞ 

 

（６）障害者権利条約の締結に向けた検討 

 本年９月２８日に、「障害者の権利に関する条約」について我が国は署名した

ところであり、今後、条約の締結に向けて、国内法制の整備等が求められている。 

 この条約は、障害者の権利及び尊厳を保護・促進するための包括的・総合的な

国際条約であり、障害者の自立、非差別、社会への参加等の一般原則のほか、教

育、労働等様々な分野において、障害者の権利を保護・促進する規定を設けてい

る。 

 雇用・労働分野については、公共・民間部門での障害者雇用の促進等のほか、 

① あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募集、採用及び雇用の条件、雇

用の継続、昇進並びに安全・健康的な作業条件を含む。）に関する差別の禁

止、 

② 職場において合理的配慮が提供されることの確保 

等のための適当な措置をとることにより障害者の権利の実現を保障・促進するこ

ととされている。 

これらについて、障害者雇用促進法制においてどのような措置を講ずべきか

については、特に、②の職場における合理的配慮の提供というこれまで我が国

にはない概念が盛り込まれており、十分な議論が必要であることから、労使、

障害者団体等を含めて、考え方の整理を早急に開始し、必要な環境整備などを

図っていくことが適当である。 
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＜障害者の権利に関する条約仮訳（抜粋）＞ 

 

第１条 目的 

この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享

有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進するこ

とを目的とする。 

障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する者であって、

様々な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加すること

を妨げられることのあるものを含む。 

 

第２条 定義 

「障害を理由とする差別」とは、障害を理由とするあらゆる区別、排除又は制限であ

って、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の

者と平等にすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使することを害し、

又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害を理由とする差別には、あらゆる形

態の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。 

「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、

又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合

において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの

をいう。 

 

第４条 一般的義務 

１ 締約国は、障害を理由とするいかなる差別もなしに、すべての障害者のあらゆる人

権及び基本的自由を完全に実現することを確保し、及び促進することを約束する。こ

のため、締約国は、次のことを約束する。  

  (a)～(j) （略） 

２ 締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、これらの権利の完全な実現

を漸進的に達成するめ、自国における利用可能な手段を最大限に用いることにより、

また、必要な場合には国際協力の枠内で、措置をとることを約束する。ただし、この

条約に定める義務であって、国際法に従って直ちに適用されるものに影響を及ぼすも

のではない。 
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第５条 平等及び差別されないこと 

１．締約国は、すべての者が、法律の前に又は法律に基づいて平等であり、並びにいか

なる差別もなしに法律による平等の保護及び利益を受ける権利を有することを認め

る。 

２．締約国は、障害を理由とするあらゆる差別を禁止するものとし、いかなる理由によ

る差別に対しても平等のかつ効果的な法的保護を障害者に保障する。 

３．締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、合理的配慮が提

供されることを確保するためのすべての適当な措置をとる。 

４．障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、この条

約に規定する差別と解してはならない。 

 

第２７条 労働及び雇用 

１ 締約国は、障害者が他の者と平等に労働についての権利を有することを認める。こ

の権利には、障害者に対して開放され、障害者を受け入れ、及び障害者にとって利用

可能な労働市場及び労働環境において、障害者が自由に選択し、又は承諾する労働に

よって生計を立てる機会を有する権利を含む。締約国は、特に次のことのための適当

な措置（立法によるものを含む。）をとることにより、労働についての障害者（雇用

の過程で障害を有することとなった者を含む。）の権利が実現されることを保障し、

及び促進する。 

(a) あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募集、採用及び雇用の条件、雇用の

継続、昇進並びに安全かつ健康的な作業条件を含む。）に関し、障害を理由とす

る差別を禁止すること。 

(b) 他の者と平等に、公正かつ良好な労働条件（例えば、均等な機会及び同一価値

の労働についての同一報酬）、安全かつ健康的な作業条件（例えば、嫌がらせか

らの保護）及び苦情に対する救済についての障害者の権利を保護すること。 

(c) 障害者が他の者と平等に労働組合についての権利を行使することができるこ

とを確保すること。 

(d) 障害者が技術及び職業の指導に関する一般的な計画、職業紹介サービス並びに

職業訓練及び継続的な訓練を効果的に利用することを可能とすること。 

(e) 労働市場において障害者の雇用機会の増大を図り、及びその昇進を促進するこ

と並びに職業を求め、これに就き、これを継続し、及びその職業に復帰する際の

支援を促進すること。 

(f) 自営活動の機会、起業能力、協同組合の発展及び自己の事業の開始を促進する

こと。 
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(g) 公的部門において障害者を雇用すること。 

(h) 適当な政策及び措置（積極的差別是正措置、奨励措置その他の措置を含めるこ

とができる。）を通じて、民間部門における障害者の雇用を促進すること。 

(i) 職場において合理的配慮が障害者に提供されることを確保すること。 

(j) 開かれた労働市場において障害者が実務経験を取得することを促進すること。 

(k) 障害者の職業リハビリテーション、職業の保持及び職場復帰計画を促進するこ

と。 

２ 締約国は、障害者が、奴隷の状態又は隷属状態に置かれないこと及び他の者と平等

に強制労働から保護されることを確保する。 

 

第３３条 国内における実施及び監視 

１ 締約国は、自国の制度に従い、この条約の実施に関連する事項を取り扱う一又は二

以上の中央連絡先を政府内に指定する。また、締約国は、異なる部門及び段階におけ

る関連のある活動を容易にするため、政府内における調整のための仕組みの設置又は

指定に十分な考慮を払う。 

２ 締約国は、自国の法律上及び行政上の制度に従い、この条約の実施を促進し、保護

し、及び監視するための枠組み（適当な場合には、一又は二以上の独立した仕組みを

含む。）を自国内において維持し、強化し、指定し、又は設置する。締約国は、この

ような仕組みを指定し、又は設置する場合には、人権の保護及び促進のための国内機

構の地位及び役割に関する原則を考慮に入れる。 

３ 市民社会（特に、障害者及び障害者を代表する団体）は、監視の過程に十分に関与

し、かつ、参加する。 



「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に
関する中間的なとりまとめ（平成22年４月27日労働政策審議会障
害者雇用分科会）」

「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応について（中
間整理）（平成21年７月８日労働・雇用分野における障害者権利
条約への対応の在り方に関する研究会）」

第
１
　
基
本
的
枠
組
み

障
害
者
雇
用
率
制
度
の
位
置
付
け

全
　
体

１
　
枠
組
み
の
全
体
像

資料4-1

○　労働・雇用分野において、①障害を理由とする差別の禁止や②職場におけ
る合理的配慮の提供について、実効性を担保するための仕組みも含めて、国内
法制において位置付けることが必要であるとの意見が大勢であった。

○　合理的配慮については、条約の規定上はそれを欠くことは障害を理由とす
る差別に当たることとされている（差別禁止の構成要件としての位置付け）
が、これを実際に確保していくためには、関係者がコンセンサスを得ながら障
害者の社会参加を促すことができるようにするために必要な配慮（社会参加を
促進するための方法・アプローチとしての位置付け）として捉える必要がある
との意見が大勢であった。
　また、このような観点から、障害者が社会参加していく上で合理的配慮がな
されることの重要性や、合理的配慮としてどのような配慮が求められるか等に
ついて理解を深め、これを定着させていくことが重要であるとの意見が大勢で
あった。

○　実効性を担保するための仕組みとしては、差別があったか否か、合理的配
慮が適切に提供されたか否かを、いわゆる準司法的手続（例えば行政委員会に
よる命令）のような形で判定的に行うというよりはむしろ、どのような配慮が
なされることが適当か、何らかの差別が生じていた場合にはどのような措置を
講ずることが適当か等について、第３者が間に入って、あっせんや調停など、
調整的に解決を図ることが適当ではないか、との意見が大勢であった。

○　差別禁止等を法律上位置付けるとした場合の形式としては、労働・雇用分
野における差別を禁止するための法律が必要との意見があった。また、労働・
雇用分野に限らず、分野横断的に１つの差別禁止法を制定すべきとの意見が
あった。さらに、差別を禁止するための法律には、障害を理由とした差別は無
効である等の効果を持たせるべきとの意見があった。

○　差別禁止の枠組みと、現行の障害者雇用率制度との関係については、実際
問題として雇用率制度は障害者の雇用の促進に有効であり、差別禁止の枠組み
と矛盾しない、積極的差別是正措置（ポジティブアクション）に当たるとの意
見が大勢であった。

○　なお、雇用率制度について、ポジティブアクションとして位置付けられる
としても、採用段階で差別禁止がなされるのであれば、将来的にはなくすこと
もあり得るのではないか、との意見があった。これに対して、採用段階での差
別禁止が確保されても、障害者の雇用の促進のためには、雇用率制度が必要で
あるとの意見があった。

   労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提
供については、実効性を担保するための仕組みを含めて国内法制に位置づけ
ることが必要であることについて、異論はなかった。また、障害者雇用率制度に
ついて、障害者権利条約（以下「条約」という。）においては積極的差別是正措
置をとるべきだということが盛り込まれており、また、我が国における障害者雇用
率制度は成果を上げてきていることから、引き続き残すべきとの意見が出され、
異論はなかった。
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   労働者代表委員からは、差別禁止等を義務付ける事業主の範囲については
全ての事業主とすべきとの意見が出された。
   これに対し、使用者代表委員からは、とりわけ中小企業事業主については、
職場の就業環境や公的な支援機関の整備状況なども勘案しながら、段階的な
実施も含め、一定の配慮が必要との意見が出された。

○　事業主の範囲については、フランス・ドイツと同様、全ての事業主を対象とすべきと
の意見があった。

②
事
業
主
の
範
囲

○　差別禁止及び合理的配慮の枠組みの対象となる障害者の範囲については、雇用
率制度の対象となる障害者に限定せず、広範な障害者を対象とすべきであるとの意見
が大勢であった。

○　雇用率制度は積極的差別是正措置として対象を限定するとしても、差別禁止につ
いては条約上全ての障害者を対象としていることを考えれば、対象を特定の障害者に
限定することは適当でないとの意見があった。

○　広範な障害者を対象とする場合、その対象に該当するか否か、手帳等により客観
的に判断することはできないため、どのように対象者を確定するのか検討すべきではな
いかとの意見があった。

○　条約上の障害者の定義には、いわゆる機能障害だけでなく、社会的なバリアや環
境上のバリア等「様々な障壁との相互作用」によって問題が生じている者も含まれること
とされており、①過去に障害があったことにより差別的取扱いを受けている者や、②家
族の中に障害者がいるような者についても、合理的配慮の対象となるのではないかと
の意見があった。

   差別禁止等の対象とする障害者の範囲は、現行の障害者雇用率制度の対象
より広範囲なものとし、障害者雇用促進法第２条に規定する障害者としてはどう
かとの意見が出され、異論はなかった
   また、労働者代表委員から、発達障害者支援法第２条に規定する発達障害
者についても障害の範囲に入れてはどうかとの意見が出された。
 　使用者代表委員から、特定の労働者が障害者に含まれることについての予
見の可能性が担保されるべきであるとの意見が出された。

○　条約上は「あらゆる雇用」に関する差別禁止を定めており、一般就労と福祉的就労
の垣根をなくすことが条約の方向性ではないか、との意見があった。
　これに対して、現実として、雇用ということで最低賃金の支払い等労働関係法令の適
用を前提とすると、事業そのものができなくなり、福祉的就労の場がなくなってしまうお
それもあるのではないか、との意見があった。
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   障害を理由とする差別を禁止することについて、異論はなかった。
   また、労働者代表委員及び障害者代表委員から、差別禁止の実効性を担保
するためには、企業での啓発的な活動を合理的配慮の内容に位置付けるべき
ではないかとの意見が出された。

   条約においては、雇用に係るすべての事項を差別禁止対象としており、主な
対象としては、募集・採用の機会、賃金その他の労働条件、昇進・配置その他
の処遇、教育訓練、雇用の継続・終了（解雇・雇止め等）が考えられるとの意見
が出され、異論はなかった。
   また、労働者代表委員から、禁止すべき差別の中に間接差別も含まれるので
はないかとの意見が出された。これに対し、公益委員及び使用者代表委員か
ら、具体的な判断基準を示すのは困難ではないかとの意見が出された。

　　「障害を理由とする差別」には、直接的な差別的取扱いのほか、条約上、合理的配
慮の否定がこれに含まれることが明記されている。ここで、「間接差別」や「労働能力に
基づく差異」が差別に当たるのかどうかが問題となる。また、合理的配慮の否定を、どの
ように法制上位置付けるかという論点もある。

○　外見上は中立的でも、職務とは関連がない等合理性のない条件を設定し、実質的
に障害者を差別するような、いわゆる「間接差別」については、条約上明文の規定はな
いが、差別の定義として、「他の者と平等にすべての人権…行使することを害し、又は妨
げる目的又は効果を有するもの」であって「あらゆる形態の差別…を含む」こととされて
おり（第２条）、差別に該当するのではないか、との意見があった。
　また、間接差別については、男女雇用機会均等法改正の際にも議論されたが、何が
間接差別に該当するのかの基準など、実際にはかなり難しい問題があるのではない
か、との意見があった。

○　労働能力を評価した結果として賃金等に差が生ずるといった「労働能力に基づく差
異」については、合理的配慮が提供された上で、労働能力が適切に評価されたものであ
るならば、結果として差が生じても差別には該当しないのではないか、との意見があっ
た。

○　なお、合理的配慮の否定について、我が国の法制上、それ自体を第３の類型の差
別と構成するのか（合理的配慮が提供されないこと自体をもって、実際に差が生じてなく
ても「差別」であると捉えるのか）、直接差別に組み込んで考えるか（実際に差が生じて
いることについて、合理的配慮が提供されていないことに起因している場合には、当該
差は「差別」であると捉えるのか）についても、検討すべきではないか、との意見があっ
た。

　条約においては、雇用に係るすべての事項を対象としており、実際に問題となる主な
事項としては、以下のものがある。

  ①募集・採用、②賃金その他の労働条件、③昇進・配置（人事）その他の処遇、④教
育訓練、⑤雇用の継続・終了（解雇・雇止め等）

○　採用について、事業主に広範な裁量があること、他の応募者がいること等、立証が
難しい、差別があった場合の対応が難しい等の問題はあるが、条約でも明記されてお
り、立証できるものまで除外することは適当ではないので、差別禁止の対象から除外す
べきではないのではないか、との意見があった。

○　採用差別については、裁判所は採用の自由を重視しており、また、企業も採用の制
限に関しては抵抗があると考えられ、例えば採用命令等を設けることなどを考えるので
あれば、難しい問題なのではないか、との意見があった。
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   労働者代表委員から、障害を理由とする解雇や雇止めなどを無効にすると
いった、私法上の効果を規定すべきとの意見が出された。

○　合理的配慮については、条約の規定上はそれを欠くことは障害を理由とする差別に
当たることとされている（差別禁止の構成要件としての位置付け）が、これを実際に確保
していくためには、関係者がコンセンサスを得ながら障害者の社会参加を促すことがで
きるようにするために必要な配慮（社会参加を促進するための方法・アプローチとしての
位置付け）として捉える必要があるとの意見が大勢であった。【再掲】

○　「合理的配慮」は、個別の労働者との関係で問題となるので、個別の労働者がどの
ような配慮が必要か主体的に要求する必要があり、行政が企業への指導や助成によっ
て障害者の雇用を拡大してきた手法とは大きく異なることになるとの意見があった。

○　また、具体的にどのような配慮が必要か、自ら説明・要求できない障害者もいるの
で、本人の代わりに第３者が説明してくれるような仕組みが必要ではないか、との意見
があった。

○　「合理的配慮」は、個別の労働者の障害や職場の状況に応じて、使用者側と障害者
側の話し合いにより適切な対応が図られるものであるので、本来的には、企業の十分な
理解の上で自主的に解決されるべきものであるとの意見が大勢であった。

○　障害者を採用する際に企業と本人との間で必要な合理的配慮の内容について一定
の合意をするようにしたり、又は、企業内に使用者・労働者・障害者からなる配慮推進
会議のようなものを設けて定期的に情報共有・意見交換する場を設けてはどうか、との
意見があった。

○　合理的配慮について、労働者本人の要望を受けて、直ちに提供できるようにすべき
ではないか、との意見があった。

○　何が差別であり、どのような合理的配慮が必要であるかを明らかにする必要がある
との意見が大勢であった。また、合理的配慮の内容は、個別の労働者の障害や職場の
状況によって多様であり、また、それに要する費用・負担も異なるので、合理的配慮の
概念は法律で定め、その具体的内容は指針で定めるのがよいのではないか、との意見
が大勢であった。

   障害者に対して職場における合理的配慮の提供を事業主に義務付けること
について、異論はなかった。
   また、合理的配慮は個々の労働者の障害や職場の状況に応じて提供される
ものであり、多様かつ個別性が高いものであるので、法律では合理的配慮の概
念を定め、具体的な配慮の内容等については、配慮の視点を類型化しつつ、
指針として定めることが適当であるとの意見が出され、異論はなかった。
   合理的配慮は、障害者の個々の事情と事業主側との相互理解の中で可能な
限り提供されるべき性質のものであり、最初から細部まで固定した内容のものと
することは適切でないとの意見が出され、異論はなかった。
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   公益委員から、合理的配慮提供の枠組みとしては、例えば、施設・設備の整
備、人的支援、職場のマネージメント及び医療に関する配慮といった枠組みで
考えていくべきではないかとの意見が出された。

   募集・採用の機会（採用の機会におけるコミュニケーション支援等を含む）が
合理的配慮の内容に入るとの意見が出され、異論はなかった。
　 公益委員から、教育訓練についても対象となるのではないかとの意見が出さ
れた。また、使用者代表委員からは、通勤時の移動支援等、労働時間外のもの
を合理的配慮の対象に含めることは適当でないとの意見が出された。

○　このような指針は、個別の企業において障害者が企業に合理的配慮を求めていく
際にも有効であるとの意見があった。

○　「合理的配慮」義務を労働基準法等で位置付けるのは、刑罰法規であってその範囲
を厳格・明確に定める必要があり、却って範囲が縮減されるのではないか、また、制裁
を背景にして合理的配慮を進めるのが適切かという問題があるのではないか、との意
見があった。

○　合理的配慮の内容としては、障害の種類ごとに重点は異なるが、おおまかに言え
ば、①通訳や介助者等の人的支援、②定期的通院や休暇、休憩等の医療面での配
慮、③施設や設備面での配慮が必要であるとの意見が大勢であった。

○　障害の種類ごとに特に必要な配慮としては、以下のようなものが重要ではないか、
との意見があった。
・　視覚障害者、聴覚障害者及び盲ろう者 … 点字、拡大文字、補聴システム等の機器
や通訳者、援助者等による情報保障・コミュニケーション支援
・　内部障害者や難病のある人 … 定期的な通院への配慮や休憩・休暇・疾患管理へ
の配慮、フレックスタイム等の柔軟な勤務体制
・　知的障害者 … 身近に気軽に相談でき、又は苦情を訴えられるような窓口の配置
・　精神障害者 … 対人関係・コミュニケーションが苦手である、疲れやすい等の特性を
踏まえた、グループ就労や短時間労働等による仕事の確保や職場環境の整備、日常
的な相談ができるような窓口
・　発達障害者 …本人に代わって必要な配慮を代弁できるような、身近な支援者（サ
ポーター）の配置・支援
・　中途障害者…勤め続けられるための配置（ポスト・職務）の見直し

○　採用試験の際に、コミュニケーション支援が必要との意見があった。また、採用基準
を緩める必要はないが、長時間の試験は避ける、休憩を間に入れる等、能力を正しく判
定できるような環境を整えることこそが合理的配慮ではないか、との意見があった。

○　通勤時の移動支援や身体介助は、企業の合理的配慮というよりむしろ福祉的サー
ビスとして行うべきではないか、との意見があった。また、労働災害では通勤も対象と
なっており、通勤も職務と連動するものであるので、今後は労働政策として企業に義務
付けたり、助成措置を設けたりすべきではないか、との意見があった。
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   合理的配慮提供の実効性を担保するためには、あまり確定的に権利義務関
係で考えるのではなく、指針等により好事例を示しつつ、当事者間の話合いや
第三者が入ってのアドバイスの中で、必要なものを個別に考えていくことが適切
であるとの意見が出され、異論はなかった。
   労働者代表委員から、合理的配慮を求めた障害者に対する事業主の不利益
取扱を禁止すべきであるとの意見が出された。
   労働者代表委員、使用者代表委員及び障害者代表委員から、障害者に対す
る合理的配慮を行う事業主の負担に対する助成の在り方を検討するべきではな
いかとの意見があった。

   相談体制も含め、合理的配慮が適切に提供されるための仕組みを検討する
必要があるとの意見が出され、異論はなかった。
   また、公益委員及び障害者代表委員から、職場において、具体的にどのよう
な合理的配慮が必要か、障害者本人が十分な意思表示をできない場合は、第
三者が関与できるようにした上で、使用者と障害者が話し合えるようにする必要
があるとの意見が出された。

○　障害者が気軽に相談でき、苦情を訴えられる窓口が必要ではないか、現行の障害
者職業生活相談員の機能を見直したり、相談員が選任されない中小企業でも相談・苦
情処理の窓口を整備することが必要ではないか、との意見があった。その際、職場内だ
けでなく生活面での支援も重要であることから、障害者就業・生活支援センター等によ
る支援を充実させ、連携をしていくことが重要ではないか、との意見があった。
　　また、専門家というよりも、「適切な変更・調整」を行える、身近にいる支援者（いわゆ
るナチュラルサポーター）を支援していくことが必要ではないか、との意見があった。

○　過度の負担の基準としては、企業規模、業種、従業員数、環境の特性、地域の文
化・慣習等を参考にして判断すべきではないか、との意見があった。
  また、長期療養者に対する解雇に関する裁判例でも、事業規模を考慮しており、過度
の負担の判断に当たっても、事業規模はある程度考慮せざるを得ないのではないか、
との意見があった。
  さらに、過度の負担の基準として、現行の障害者雇用納付金制度の特別費用の額を
参考とする（合理的配慮を行うための費用が特別費用の額と比べてどの程度かを斟酌
する）ことも考えられるのではないか、との意見があった。

○　どのような場合に「過度の負担」に当たるのか、具体的な指針を定めるべきとの意
見があった。
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   事業主にとって配慮の提供が過度の負担となる場合には、事業主が合理的
配慮の提供義務を負わないということについて、異論はなかった。
   過度の負担については、合理的配慮と同様に非常に個別性が強いことから、
企業の事業規模等を総合的に勘案して、個別に判断する必要があり、判断基
準として一律の数値基準を設けることにはなじまないとの意見が出され、異論は
なかった。また、使用者代表委員から、仮に指針において過度な負担の判断基
準を記載するとしても、あくまで一つの参考情報として位置付け、基準に対応し
た事例の集積を待つことが適切であるとの意見が出された。
   使用者代表委員から、過度の負担か否かを判断する要素として、企業規模、
企業がその時々に置かれている財政状況や経営環境全般が考慮されるべきで
あるとの意見が出された。
   障害者代表委員から、企業が新しく障害者を雇う際には、企業が提供可能な
合理的配慮の限界を提示する必要があるとの意見が出された。
   労働者代表委員から、過度の負担に該当するかについては、使用者側がま
ず説明責任を負うべきではないかとの意見が出された。

○　障害者が合理的配慮の提供を求めたことを理由として、解雇、降格等の不利益取
扱いをすることを禁止すべきとの意見があった。
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「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に
関する中間的なとりまとめ（平成22年４月27日労働政策審議会障
害者雇用分科会）」

「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応について（中
間整理）（平成21年７月８日労働・雇用分野における障害者権利
条約への対応の在り方に関する研究会）」
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   労働者代表委員及び障害者代表委員から、公的な助成等を考慮した上で過
度の負担か否かを判断すべきではないかとの意見が出された。

全
　
体

○　「合理的配慮」は、個別の労働者の障害や職場の状況に応じて、使用者側と障害者
側の話し合いにより適切な対応が図られるものであるので、本来的には、企業の十分な
理解の上で自主的に解決されるべきものであるとの意見が大勢であった。【再掲】

○　企業の提供する合理的配慮について障害者が不十分と考える場合に、それを直ち
に外部の紛争解決に委ねるのではなく、企業内で、当事者による問題解決を促進する
枠組みが必要との意見が大勢であった。

○　現行の納付金制度に基づく助成金は、合理的配慮として行うこととなるものが対象
となっており、適宜この助成措置を見直すことにより、合理的配慮を実効あるものにして
いくことができるとの意見があった。
   また、フランスのように、納付金制度に基づく助成金を活用して企業による合理的配
慮に必要な経費をカバーするには、現行の納付金制度や法定雇用率（1.8％）では足り
ないのではないかとの意見があった。

○　雇用率制度の対象でない事業主も含めて全事業主を対象とする場合、合理的配慮
に対する財政支援をどのような形で行うかが問題になるとの意見があった。

○　現行の雇用関係の助成金や支援には期限があるが、合理的配慮の前提となる仕
組みとして期限のない制度を確立すべきではないか、との意見もあった。

   企業内における労使の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主
的に問題が解決されるべきであること、企業内で自主的に解決しない場合は、
外部の第三者機関による解決を図るべきであるが、刑罰法規や準司法的手続
のような判定的な形で行うのではなく、調整的な解決を重視すべきであるとの意
見が出され、異論はなかった。

第
４
　
権
利
保
護

（
紛
争
解
決
手
続

）
の
在
り
方

○　障害者に対する差別や合理的配慮の否定があり、企業内で解決されない場合に
は、外部機関による紛争解決が必要となるが、訴訟によらなければ解決しないような仕
組みは適切ではなく、簡易迅速に救済や是正が図られる仕組みが必要との意見が大勢
であった。

○　紛争解決手続としては、差別があったか否か、合理的配慮が適切に提供されたか
否かを、いわゆる準司法的手続（例えば行政委員会による命令）のような形で判定的に
行うというよりはむしろ、どのような配慮がなされることが適当か、何らかの差別が生じ
ていた場合にはどのような措置を講ずることが適当か等について、第３者が間に入っ
て、あっせんや調停など、調整的に解決を図ることが適当ではないか、との意見が大勢
であった。【再掲】

○　紛争を処理する委員会を、国・行政から独立した機関・第３者機関として新たに設け
る必要があるとの意見があった。一方、新たな機関ではなく、既にある労働審判や紛争
調整委員会等を、権限の強化（出頭命令等）や体制の強化（当事者の参画）をした上で
活用した方がいいのではないか、との意見があった。

   紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛
争調整委員会を活用した仕組みとすることが妥当であるとの意見が出され、異
論はなかった。
   労働者代表委員から、仮に紛争調整委員会を活用する場合には、出頭命令
を行いうることとした上で出頭命令に応じられない場合に過料を課す等の権限
の付与や、勧告権限、企業名公表等の権限の付与が必要であるとの意見が出
された。また、原告労働者に負担がかからないよう使用者との立証責任の配分
をある程度決めておく必要があるとの意見が出された。
   公益委員及び労働者代表委員から、仮に紛争調整委員会を活用する場合に
は、労使代表、障害者雇用に関する専門家や障害当事者の関与を可能とする
ことが必要であるとの意見が出された。
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「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に
関する中間的なとりまとめ（平成22年４月27日労働政策審議会障
害者雇用分科会）」

「労働・雇用分野における障害者権利条約への対応について（中
間整理）（平成21年７月８日労働・雇用分野における障害者権利
条約への対応の在り方に関する研究会）」

そ
の
他

   障害者雇用率制度については、積極的差別是正措置として存続させるべきであると
の意見が大勢であったが、雇用率制度のあり方について、次のような意見があった。

○　雇用率制度上の障害の定義については、医学的・機能的観点からの障害者等級に
よっており、職業能力に応じた障害等級を創設する必要があるのではないかとの意見
があった。

○　法定雇用率について、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、内部障害、知的障害及
び精神障害それぞれの枠を定めるべきではないか、との意見があった。　また、障害種
別で雇用率を設定することは難しいのではないか、との意見があった。
 　さらに、法定雇用率を引き上げるべきではないか、精神障害者を雇用義務の対象と
する（法定雇用率を設定する際の基礎数に加える）べきではないか、就労継続支援事
業等に優先発注した場合に実雇用率に算入できるようにすべきではないか、雇用率達
成を公契約の要件とすべきではないか等の意見もあった。

○　現行の障害者雇用納付金の額について、「特別費用」の額から算出されているが、
最低賃金とリンクさせることが考えられないか、との意見があった。

○　重度障害者に対するダブルカウントについて、差別を感じる障害当事者の立場に
立って廃止の検討をすべきではないか、との意見があった。
 　また、重度障害者の雇用促進のため色々と知恵を絞ってやってきたものであり、難し
い問題ではないか、との意見があった。

○　雇用率制度がポジティブアクションだとしても、それによって、運用上、かえって一般
社員への門戸が狭まったり、一般社員との職場の分離が定着することのないようにす
べきとの意見があった。

○　当事者間の自主的解決が困難な場合に、国の行政委員会等の形でいわゆる準司
法的手続を設けることについては、結局はそこでは解決せず、裁判まで行ってしまい、
解決までに時間がかかってしまうのではないか、との意見があった。また、このような準
司法的手続を設ける場合には、手続や証拠の採否、立証等の厳格さをどこまで求める
べきかについても考える必要があるのではないか、との意見があった。

○　外部機関による紛争解決手続を設ける場合には、労働法の専門家や障害者も入っ
て調整機能を果たすような形がいいのではないか、との意見があった。

○　行政手続で解決されない事案については、労働審判を活用することが考えられると
の意見があった。

○　紛争解決機関とは別に、差別事例やその救済状況等、条約の実施状況を監視し、
又は周知等を行うモニタリング機関についても検討すべきではないか、との意見があっ
た。

（前ページの続き）
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平成２０年 

 ４月 ２日 第１回研究会 

  論点・検討課題の説明、自由討議 

 ５月２０日 第２回研究会 

  フランス・ドイツの制度に関するヒアリング 

 ６月２７日 第３回研究会 

  ＥＵ・アメリカの制度に関するヒアリング 

 ８月 ７日 第４回研究会 

  障害者関係団体からのヒアリング① 
  （日身連、日盲連、全国精神保健福祉会連合会、 

  ろうあ連盟、全難聴、全国盲ろう者協会） 

 ９月２４日 第５回研究会 

  障害者関係団体からのヒアリング②  
  （育成会、全国精神障害者団体連合会、自閉症協会、日本発達障害者ネットワーク） 

 １１月７日 第６回研究会 

  障害者関係団体からのヒアリング③  
  （ＪＤ、ＤＰＩ日本会議、全国社会就労センター協議会） 

 １１月２６日 第７回研究会 

  障害者関係団体からのヒアリング④  
 （脊髄損傷者連合会、心臓病者友の会、脳外傷友の会、難病・疾病団体協議会） 

 

平成２１年 

 １月１４日 第８回研究会  主な論点ごとの検討① 

 ２月 ４日 第９回研究会  主な論点ごとの検討② 

 ３月 ２日 第１０回研究会 主な論点ごとの検討③ 

 ４月１４日 第１１回研究会 中間整理案 → ７月に中間整理 

１ 労働・雇用分野における障害者権利条約
への対応の在り方に関する研究会 

厚生労働省における障害者権利条約の検討状況① 

研究会参集者 

今井 忠      
 
   
今野 浩一郎   
 
 
岩村 正彦 
 

大久保 常明 
 
 
 
  
川﨑 洋子 
 
 
  
笹川 吉彦 
 
  
田中 恒行 
 
 
 
  
花井 圭子 
 
 
  
松井 亮輔 
 
  
森 祐司 

特定非営利活動法人 

東京都自閉症協会理事      
 
  
学習院大学経済学部経営学科教授   
 
 
東京大学大学院法学政治学研究科教授 
 
 
社会福祉法人 

全日本手をつなぐ育成会常務理事 
 
  
特定非営利活動法人 

全国精神保健福祉連合会理事長 
 
  
社会福祉法人日本盲人会連合会長 
 
  
社団法人日本経済団体連合会 

労政第一本部雇用管理グループ長 
 
  
日本労働組合総連合会 

雇用法制対策局長 
 
  
法政大学現代福祉学部教授 
 
  
社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 

常務理事・事務局長 

（五十音順、敬称略） 

資料４－２ 



２ 労働政策審議会障害者雇用分科会 

平成２１年 

  ７月 ８日 第３８回分科会   

   障害者権利条約をめぐる状況等 

   労働・雇用分野における障害者権利条約への対応 

   について（中間整理の報告） 
 １０月１４日 第３９回分科会 

   基本的枠組み 

   障害を理由とする差別の禁止① 

 １０月２３日 第４０回分科会 

   障害を理由とする差別の禁止② 

    職場における合理的配慮① 

 １１月１１日 第４１回分科会 

   職場における合理的配慮② 

 １２月 ２日 第４２回分科会 

   権利保護（紛争解決手続）の在り方 

 １２月２５日 第４３回分科会 

   職場における合理的配慮③ 

 

平成２２年 

  ３月３０日 第４４回分科会 

    「労働・雇用分野における障害者権利条約への 

    対応の在り方に関する中間的な取りまとめ」（案） 
  ４月２７日 第４５回分科会にて報告 

  厚生労働省における障害者権利条約の検討状況② 

分科会委員 

〈公益代表〉 
 今野 浩一郎 

 岩村 正彦 

 菊池 恵美子 

 佐藤 博樹 

 平木 典子 

 松矢 勝宏 
 
〈労働者代表〉 
 石上 千博 

 高橋 睦子 

 野村 泰弘 

 花井 圭子 

 矢鳴 浩一 
 
〈使用者代表〉 
 飯ヶ谷 清明 

 大島 博 

 斉藤 好 

 新澤 昌英 

 高橋 弘行 
 
〈障害者代表〉 
 川﨑洋子 

 鈴木 孝幸 

 副島 宏克 

 松井 逸朗 

 

学習院大学経済学部経営学科教授 

東京大学大学院法学政治学研究科教授 
帝京平成大学健康ﾒﾃﾞｨｶﾙ学部作業療法学科教授 

東京大学社会科学研究所教授 

東京福祉大学大学院心理学研究科教授 

目白大学人間学部子ども学科教授 
 
 

全日本自治団体労働組合総合政治政策局長 

日本教職員組合中央執行副委員長 

全日本自動車産業労働組合総連合会副会長 
日本労働組合総連合会総合労働局雇用法制対策局長 

ＵＩゼンセン同盟労働条件局長 
 
 

株式会社日立製作所労政人事部長 

株式会社千疋屋総本店代表取締役社長 

花椿ファクトリー株式会社取締役社長 

福島県中小企業団体中央会会長 
社団法人日本経済団体連合会労働政策本部長 
 

 
特定非営利活動法人全国精神保健福祉会連合会理事長  

社会福祉法人日本盲人会連合情報部長 

社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会理事長 
社会福祉法人日本身体障害者団体連合会理事 

 

 

 

（平成22年4月1日現在／五十音順、敬称略） 



  障害者制度改革の推進体制 

障がい者制度改革推進本部 

（内閣総理大臣を本部長としすべての
国務大臣で構成） 

障がい者制度改革推進会議 

（障害者、障害者の福祉に関する事業
に従事する者、学識経験者等） 

部会（施策分野別） 

●障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を

始めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な改

革を行うため、H21年12月8日閣議決定により設置。 

●当面5年間を障害者制度改革の集中期間と位置

付け、 

・改革推進に関する総合調整 

・改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進 

・「障害」の表記の在り方に関する検討 

等を行う。 

●障害者に係る制度の改革を始め、障害者施策の
推進に関する事項について意見。 

（H22年１月以後14回開催し、6月7日に第一次意見
取りまとめ。雇用分野については、第4回、10回目に
省庁ヒアリングを実施。） 

必要に応じ、部会を開催。 

・総合福祉部会をH22年4月に設置。 

・障害者差別禁止法（仮称）の制定に向け、差別禁止

部会をH22年11月に設置。 

【新たな推進体制の下での検討事項の例】 

・障害者権利条約の実施状況の監視等を行う機関（モニタリング機関） 

・障害を理由とする差別等の禁止に係る制度 

・教育 

・労働・雇用 

・障害福祉サービス（総合福祉部会をH22年４月以後開催）  等 

＊障害者総合福祉法（仮称）の制定に向け、就労分野

について推進会議と総合福祉部会の合同作業チー

ムを５回開催（非公開）。第15回総合福祉部会（23

年６月23日）にてチームの報告書を報告。 

資料５ 



  障がい者制度改革推進会議の開催経緯等 

日程 議題 

第1回 22年1月12日  推進会議の運営について、今後の進め方について 

第2～11回 〃  2月2日～5月17日 第3回及び第4回障害者雇用について、第10回厚生労働省ヒアリング 

第12～14回 〃  5月24日～6月7日 第一次意見の取りまとめ 

第15回～ 〃  6月28日 第一次意見に関する結果報告、今後検討すべき議題とスケジュール  等 

〃  6月29日 
【障がい者制度改革推進本部】 
「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」を閣議決定 

第19～29回 〃 9月6日～12月17日 障害者基本法の改正について（第二次意見の取りまとめ） 等 

第30回～ 23年2月14日 障害者基本法の改正について 等 

〃  7月29日 「障害者基本法の一部を改正する法律（平成23年法律第90号）」が成立 

〃  8月30日 
【障がい者制度改革推進会議総合福祉部会】 
「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」の取りまとめ 

第35回 〃  9月26日 「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」の報告 

～第38回 ～24年3月12日 
障がい者制度改革推進会議の成果と課題について 等 
 ※ 第38回が最終開催 



第２ 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方 

 

 ３ 個別分野における基本的方向と今後の進め方 

 

 

 

 
 
 (1)労働及び雇用 

 

○ 障害者雇用促進制度における「障害者」の範囲について、就労の困難さに視点を置いて見直すことについて検討し、平成24年度内を
目途にその結論を得る。 

 

○ 障害者雇用率制度について、雇用の促進と平等な取扱いという視点から、いわゆるダブルカウント制度の有効性について平成22年度
内に検証するとともに、精神障害者の雇用義務化を図ることを含め、積極的差別是正措置としてより実効性のある具体的方策を検討し、
平成24年度内を目途にその結論を得る。 

 

○ いわゆる福祉的就労の在り方について、労働法規の適用と工賃の水準等を含めて、推進会議の意見を踏まえるとともに、障がい者制
度改革推進会議総合福祉部会（以下「総合福祉部会」という。）における議論との整合性を図りつつ検討し、平成23年内にその結論を得
る。 

 

○ 国及び地方公共団体における物品、役務等の調達に関し、適正で効率的な調達の実施という現行制度の考え方の下で、障害者就労
施設等に対する発注拡大に努めることとし、調達に際しての評価の在り方等の面から、障害者の雇用・就業の促進に資する具体的方策
について必要な検討を行う。 

 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、職場における合理的配慮の提供を確保するための措置、これらに関する労使
間の紛争解決手続の整備等の具体的方策について検討を行い、平成24年度内を目途にその結論を得る。 

 

○ 障害者に対する通勤支援、身体介助、職場介助、コミュニケーション支援、ジョブコーチ等の職場における支援の在り方について、平成
23年内を目途に得られる総合福祉部会の検討結果等を踏まえ、必要な措置を講ずる。 

障害者制度改革の推進のための基本的な方向について 

                                 （抜粋） 
平成 2 2年６月 2 9日 

閣 議 決 定 

 以下の各個別分野については、改革の集中期間内に必要な対応を図るよう、横断的課題の検討過程や次期障害者基本計画の策
定時期等も念頭に置きつつ、改革の工程表としてそれぞれ検討期間を定め、事項ごとに関係府省において検討し、所要の期間内に
結論を得た上で、必要な措置を講ずるものとする。 

資料６ 



 

 

 

 

障害を理由とする差別の禁止に関する

法制の制定に向けて 

 

― 論点に関する中間的な整理 ― 

（抄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年3月16日 

障がい者制度改革推進会議差別禁止部会 

 

 

 

 

資料７ 
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はじめに 

 

  障害者の権利に関する条約（仮称）は平成 18年 12月に第 61回国連総会で

採択され、平成 20 年５月に発効した。日本は平成 19 年９月に同条約に署名

したが締結には至っていないことから、平成 21 年 12 月、障害者権利条約の

締結に必要な国内法の整備等を行い、障害者施策の総合的かつ効果的な推進

を図るため、内閣に「障がい者制度改革推進本部」を設置した。同本部の下

で、障害者施策の推進に関する事項について意見を求めるため、障害当事者、

学識経験者等からなる「障がい者制度改革推進会議」が開催されることとな

った。 
 

  推進会議は平成 22 年１月から審議を開始し、計 14 回にわたる審議の内容

を「第一次意見」として取りまとめ、これを最大限に尊重し、平成 22 年６月

29 日に改革の工程表として「障害者制度改革の推進のための基本的な方向に

ついて」を閣議決定した。この中において、「障害を理由とする差別を禁止

するとともに、差別による人権被害を受けた場合の救済等を目的とした法制

度の在り方について、第一次意見に沿って必要な検討を行い、平成 25 年常会

への法案提出を目指す。」とされた。これを受けて、平成 22 年 11 月から差

別禁止部会を開催している。 
 

  差別禁止部会では、障害を理由とする差別の禁止に関する法制（以下、「差

別禁止法」という。）に関する総則及び各分野について一通り議論を行った

ところであるが、16 回にわたる議論（各回の議題は別紙参照）の中で様々な

意見が出され、引き続き検討を要する点が数多くあるため、今後の議論に資

する観点から、議論を中間的に整理することとする。 

 

 

第１、総論 

１、差別禁止法の必要性、有用性 

この点に関し、以下のとおり、差別禁止法の必要性やその有用性を首肯す

る様々な意見が出された。 
 

① 様々な分野において差別の事例が存在しており1、障害者の尊厳が害さ

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

1 障害者に対する障害を理由とする差別事例等の調査 事例集（平成21年３月

：内閣府委託調査） 
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れているので、このような状態を放置しておくべきではない。 
 

② 裁判例においても、差別は人格的尊厳の否定として損害賠償請求の理

由となる2が、具体的に差別を禁止する法律がなければ差別を効果的に救

済したり改善を求める根拠がない結果となっている。 
 

③ 差別禁止法の制定は、障害者権利条約の締約国に要請されている、障

害を理由とする差別をなくしていくための措置として適当である。 
 

④ 現状では、個別の事案ごとに裁判所の判断を求めなければならない状

況であるが、法律として事案解決の具体的指針として機能することを通

じて、障害者にとっては、争点の明確化、事後救済の容易化・迅速化と

いった効果が期待される。 

  他方、障害者でない者にとっては、どのような行為をするとどのよう

な効果が生じるのかということについて予測可能性が立ち、事案の発生

防止にも寄与することが期待される。 

  なお、これらを機能させるためには、国民に分かりやすい法律である

べきである。 
 

⑤ 地方公共団体においては、千葉県、さいたま市、熊本県等において、

障害者差別に関する条例が制定されるなど一部取組が進んできているが、

法律の制定によってその他の地方公共団体の取組を後押しすることにつ

ながる。 
 

⑥ また、差別をなくしていくための方法としては、差別の中には、理解

不足や障害者に接する経験が尐ないことから生じている場合も多いと考

えられるので、理解不足に起因する差別に対しては、理解を促すような

アプローチを取るなど様々あってよい。 
 

⑦ 差別禁止法は国、行政と障害者という二面関係に加えて、障害者と障

害者でない者の関係が出てくる。国民相互の利害関係を調節する法律に

なり、その必要性を多くの国民が理解する必要がある。さらに、障害者

と障害者でない者の在り方を問う差別禁止法制が新しい社会づくりに重

要な役割と意義があることについても、理解を広げなければならない。 
 

⑧ 憲法の差別禁止条項は基本的には私人間を問題にしないという枠組み

となっており、差別の防止や救済が困難である。障害者基本法の差別禁

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

2 静岡地裁浜松支部平成11年10月20日判決 判例時報1718号95頁 
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止規定は理念であり、裁判規範性が弱く救済手続もない。現行の法制度

では差別をなくすのは困難であるため、差別禁止法が必要である。 
 

⑨ 社会の意識として差別禁止が確立されるためには、差別の定義や類型、

適用範囲、社会生活や日常生活の場面ごとの基準等を体系的に示し、裁

判規範性を備えた統一的な法律が必要である。 
 

⑩ 差別禁止法の制定には、人権侵害・差別の反社会性を国家意思として

表明するという積極的意義がある。 
     

⑪ 差別禁止法の制定は、新設が見込まれる人権救済機関（人権委員会又

は障害者権利委員会）の判断基準を明確に示すため必要である。 
 

⑫ 障害を理由とし、資格の取得などを制限する欠格事由が存在している

ことから、差別禁止法の議論に合わせてこれらの異別取扱いの法令の在り

方についても検討課題となる。 

 

２、現行法体系の下における差別禁止法の位置付け 

現行法体系の柱となる憲法や民法と差別禁止法の関連や位置づけについて、

以下の意見が出された。 
 

① 差別禁止法を制定することに関しては、障害の有無により差別されな

いことは、憲法第 14条に規定された基本的人権のひとつであり、その実

現が求められることはいうまでもない。差別禁止法の制定は、これまで

法律上の明文の規定がないまま、民法第 90条、第 709条のような私法の

一般条項を憲法の人権規定の趣旨をとり込んで解釈・適用することによ

って、間接的に私人間の行為を規律してきた救済行為に明確な法律上の

根拠を与えるものであり、国の意思をより明確にするものといえる。 
 

② 憲法により個人に基本的人権が保障されていることとの関連で、その

基本的人権が他者によって侵害されているときには、国はその基本的人

権を保護するべき義務があるという観点から、私人間に民法を解釈・適

用する際にもその保護義務を果たすようにするべきである。ただし、国

がある者を保護すれば、その限りで相手方の権利・自由が制約されるこ

とになるため、その制約が過剰になるならば、むしろ相手方の権利・自

由に対する不当な介入にあたるおそれが出てくるので、そのバランスを

考慮する必要がある。 
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３、差別禁止法の対象範囲 

差別禁止法が障害者を対象とするのか、それとも全ての人を対象として障

害を理由とする差別を禁止するのか、という全体の枠組みに関連する問題に

ついて、 
 

① 憲法第 14条には「すべて国民は、法の下に平等であって（中略）差別

されない」とあり、また、障害者権利条約第５条第 1項は「締約国は、

すべての者が…（中略）…いかなる差別もなしに法律による平等の保護

及び利益を受ける権利を有することを認める」とあり障害者に限定して

いない。 
 

② 障害者でない人が、身内や友人など、その関係する障害者の障害を理

由に差別を受けた場合については、保護の必要性から差別禁止法の適用

範囲に含めるべきである。 
 

 という意見がある一方で、 
 

③ 現時点では障害者でない人を差別禁止法の対象とする必要はない。ま

たは、関係者自身の障害が推測される場合には対象とするが、単に関係

者の能力等が一時的に損なわれているだけの場合には対象としない。 
 

という意見が出された。なお、各国の法律の策定過程において、「障害者」

を対象にするのか、それとも「障害」を対象にするのかという議論が行われ

ているのではないかという指摘がなされた。 

 

４、「障害」のとらえ方 

（１）障害のとらえ方については、医学モデルと社会モデルといった考え方

の違いがあるとされているが、差別禁止法においてどのようにとらえるか

について、 

① 「障害（者）」の法的定義は、法律の趣旨・目的に応じて異なる。例え

ば、障害者雇用促進法と差別禁止法では、「障害（者）」の法的定義は

異なる。そのため、差別禁止法独自の障害の法的定義を作る必要がある。 
 

② 差別禁止法は機能障害（インペアメント）のある人を対象にしている。

まず機能障害を障害と定義づけ、そしてそれから起こる現象によって生

じている差別に焦点を当てる。これは社会的環境によって起こる不利を

示しているのであり、この不利までも障害と表しては混乱することにな

る。 
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③ インペアメントの概念を広げるべきである。例えば体の大きな人が飛

行機に座れないから座席を２人分買うしかないという場合、障害者基本

法では体の大きなことは障害ではないが、差別禁止法ではインペアメン

トに入るかどうかを視野に置く必要がある。インペアメントといった場

合、医学的な基準でいうのか、社会モデル的な側面を入れるのかも問題

になる。 

  インペアメントに限るから医学モデル、社会的障壁を入れるから社会

モデルという切り分けではない。 

④ かつてアメリカでは、救済の対象となる障害者の範囲が限定されてい

ることから、差別からの救済を求める人が、その救済の対象となる「障

害者」であることを証明することが困難となっていた経緯があることも

踏まえ、日本で差別禁止法を作る場合には、差別からの救済を主張する

人が、使いやすいようにしなければならない。 
 

⑤ 「障害」を理由とする差別という場合の「障害」は、心身の機能の障

害とした上で、全ての機能障害を対象とすべきである。 
 

など、機能障害をベースに法の対象を広げるべきとの意見が出された。た

だし、その一方で、 
 

⑥ 救済機関が強い権限を持つのであれば、差別からの救済を求める人に

は何らかの要件を設けた方がよいのではないか。 
 

 との意見があった。 

 

（２）次に、機能障害に期間や程度等の何らかの制限を加えるかについて、 
 

① 期間に関しては、継続的に機能障害のある者と、一時的に機能障害の

ある者とを分けることは不合理であるという意見がある一方で、「イン

フルエンザ」や「骨折」といった一時的な機能障害も「障害」ととらえ

ることは、社会通念からして妥当ではないという意見があった。 
 

② また、程度に関しては、極めて軽度な機能障害を対象に含めることは、

歴史的・経験的に差別を受けてきた「障害」とかけ離れてしまわないか

という意見があった。 

 

（３）さらに、差別禁止法における「障害」には、現在存在している機能障
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害だけに限るのではなく、過去に障害の履歴を有する場合（例えば過去の

入院歴など）、将来発生する蓋然性がある場合（例えば疾患の遺伝的素因

など）、誤解などで障害があるとみなされた場合、外貌やその他心身の特

徴も全て含めるべきであるという意見があった。 

  ただし、このように広く保護の対象とするのであれば、法の保護の対象

となる「障害」を明確に規定することができなくなるのではないかという

観点からの意見があった。 

 

５、差別 

（１）「差別」のとらえ方 
 

① 差別を基本的にどのようにとらえるのかについて、区別・排除・制限

などの異なる取扱いが差別であるという意見、不利益取扱いも含めるべ

きであるという意見、また、差別となるのは、ある者について、a)不平

等状態を作り出した場合、又は、b)存在する不平等状態をそのままにし

た場合と考えられるのではないかという意見が出されたが、異なる取扱

いが差別であるということについては、概ね意見の一致が見られた。 
 

② ただし、異別取扱いが差別であるとしても、同一取扱いだけでは実質

的な平等が保障できない場合には合理的配慮の提供をしなければならず、

また異別取扱いをしなければ権利の実現や目的を達成しえないことがあ

る場合もあり、この場合は異別取扱いも許されるという意見があった。

ただし、この場合であっても原則は同一取扱いであることから、異別取

扱いは本人が求めた場合に限るという意見があった。 
 

③ また、人間の尊厳、自己決定、社会参加、機会の平等を実質的に障害

者に保障するためには、同一扱いと異別扱い（合理的配慮）の両方の保

障が同時に必要になる。そして、特に異別扱いは、その内容が多様であ

るので、劣等処遇をもたらしかねないため、基本的には当事者の要求に

応じた異別扱いを相手側が行うべきであるという意見があった。 

 

（２）禁止されるべき差別について 

   障害者権利条約の策定過程の中で議論された差別の類型としては、障害

があることを直接の理由として差別を受けている場合（直接差別）、表面

上は障害を理由とした差別は行われてはいないが、正当ではない一定のル
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ールや基準によって、結果的に障害者が排除されてしまっている場合（間

接差別）、本人が必要としている合理的な配慮が提供されない場合（合理

的配慮の不提供）がある。 

加えて、障害に関連する事由を理由とする区別、排除、制限、その他の

不利益取扱（関連差別）についても、外国の立法例を踏まえた議論がなさ

れた。この議論の中で、 

 

① 差別の類型化をすることの意義として、差別の態様を類型化すること

によって、禁止されるべき差別行為が解釈上矮小化されることを防止す

るという意義があるという意見や、行為規範として禁止されるべき差別

行為の基準を広く国民に明確化することに意義があるという意見があっ

た。 

  一方で、間接差別の概念が我が国には定着していないという観点から、

差別の類型化を現時点では行う必要はないのではないかという意見もあ

った。 
 

② 直接差別と間接差別などのとらえ方については様々な意見が出された。 

  一つの整理の仕方として、差別が問題となるのは、あるルールに従っ

て行動している場合又は行動すべき場合において、障害者に対して当該

ルールが適用されないときが直接差別で、障害者は当該ルールを構成す

る要件を通常満たすことができないときが間接差別と整理できるのでは

ないかという意見や、直接差別は障害を直接理由とする障害差別で、関

連差別（起因差別）と間接差別は、障害を直接理由としない障害差別で

あるという意味で、関連差別と間接差別とは機能的には同じであるとい

う意見があった。 
 

③ なお、男女雇用機会均等法の下では、間接差別に該当するものを限定

的に定めていることとの関連で、差別禁止法においても間接差別に該当

するものを限定的に定めるべきかどうかということに関しては、 a)障害

の種別は多様であることからそもそも限定的に定めることは困難である、

b)社会において当たり前とされてきた規定、基準、慣行などが差別的に

機能しているという構造の解消を目的とするのが「間接差別」の意義で

ある、などの理由により、間接差別に該当するものを限定的に定めるこ

とは間接差別の概念を導入する意義に反する、といった意見が出された。 

  しかし一方で、間接差別が何を禁止しているかということが明確では
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ない以上、国民の権利利益に制限を課すものとして機能し得るか、ある

いは、国民の理解を得られにくいのではないかとの問題意識も示された。 
 

④ 差別の類型化については、以上のように多様な意見が出たが、障害を

直接理由とする差別の場合と、障害を直接理由としない差別の場合とは、

現実には密接に関係している場合があるので、直接差別・関連差別・間

接差別の三つを包摂する差別類型を作ることは可能で、分かりやすさの

観点から、直接差別・間接差別・関連差別を包含した差別の類型として、

障害に基づき、あるいは、障害に関連して、何人も、区別、排除、制限、

その他の不利益な取扱いをしてはならないという包括的な類型と、合理

的配慮の不提供という差別の類型の２つにまとめるという方向性におい

て、概ね意見の一致は見られた。 

  ただし、直接差別・間接差別・関連差別を包含した包括的な規定の仕

方をする場合であっても、特定の差別的行為が抜け落ちてしまうことの

ないようにするべきとの意見があった。 

 

（３）差別の主観的要素 

 ある行為が差別と認定されるためには、差別をしているとされている側

に「障害者を排除する意図」あるいは「差別の意図」が必要かどうかにつ

いて、議論が行われた。差別禁止法が差別の解消を目的とするのであれば、

問題となるのは行為の結果であって、差別をする側の主観的要素は原則と

して考慮されるべきではないという意見があった。ただし、異別取扱いを

していることの認識は必要であるとの意見があった。 

 また、差別禁止違反の効果として損害賠償を認める場合は、損害賠償に

関する一般原則として過失責任原則がそのまま妥当すると考えると、自己

の行為が客観的に「差別」にあたることを認識するべきだったのにしなか

ったときは、「過失」があるとして、責任が認められる可能性があるとい

う意見があった。 

 

（４）合理的配慮 

ア）障害者が合理的配慮を必要とする理由について、 
 

① 障害者権利条約が「合理的配慮」を人権及び基本的自由を享有し、

又は行使することを確保するためと規定していることから、他の者と

平等に権利を享受し、又は行使するために必要である。 
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② 障害者の場合には、これまでの社会の障害者に対する配慮のなさに

より不平等が生じており、単にその属性を考慮しないで同一取扱いを

すれば機会の平等がなされるというものではなく、何らかの配慮がな

されなければ、障害者が障害者でない者と実質的な機会均等を確保す

ることが困難である場合が多いことから必要である。 
 

③ また、私人に対して合理的配慮の提供という作為を課す根拠として

は、同じ社会の構成員である以上、互いに助け合わないといけないと

いう一種の連帯思想を持ち出すことも考えられる。 
 

という意見があった。 
 

イ）合理的配慮が求められる分野としては、福祉サービスを含む全ての分

野において合理的配慮は提供されるべきであるという意見が多かった一

方で、社会の構成員にどのような配慮をどの程度求めるかということは

社会の構成員の合意を得て慎重に検討する必要があるという意見もあっ

た。 
 

ウ）合理的配慮の内容については、障害の種別・状態は多種多様であるた

め、具体的・網羅的に決めることは困難であるが、ある障害を有する者

と有しない者との比較において、「機会の平等を実質的に確保するため

に要請される措置」を内容とするべきという意見が多かった。 

  ただし、相手方に合理的配慮という是正措置を要請する場合には、そ

の是正措置が、a)目的に適しているか、b)必要不可欠であるか、c)目的

と不均衡なものではないか、といったことに配慮するべきではないかと

いう意見があった。 
 

エ）なお、障害者権利条約においては、合理的配慮は「特定の場合におい

て必要とされるもの」となっているが、障害者からの求めがなくても何

らかの事前の措置（事前的改善措置）を行っておくべきであるという意

見が出された。イギリスでは、合理的配慮を対応型（リアクティブ）の

合理的調整、事前的改善措置を事前型（アンティシパトリー）の合理的

調整というが、事前的改善措置と現行法の同種の措置との関係、また差

別概念としての合理的配慮との関係をどのように考えるかについて、引

き続き検討を要する。 

 

（５）正当化事由 
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ア）差別行為に該当しても、例外として当該行為を正当化ならしめる事由

の存在を認めるべきかについて、一般的には、障害者に対する異別取扱

いは原則として差別に該当するとしても、障害以外の理由によって取扱

いの差異が生じていることを示せたり、あるいは、異別取扱いを行うこ

とについての正当な理由が示せたりすれば、差別には該当しないという

意見があった。個々の事案毎に当事者双方に言い分がある以上、一定の

衡量をベースにした判断ができるようにしておいた方が良いとの問題意

識が示された。 
 

イ）ただし、差別の類型ごとに正当化事由も異なるのではないかという点

に関して、 
 

① 直接差別の場合については、正当化事由は不要であるという意見や

差別に例外を設けることは、新たな差別を生むことから行うべきでは

ないという意見があった。 

  これに対し、障害者と障害者でない者とで異なる取扱いを行うこと

が妥当であることを示すことができる場合に、正当化事由があること

になるが、その妥当性をどのような衡量によるべきかについては、司

法判断が可能となる厳格な要件が必要であり、更に検討が必要である

との意見があった。 
 

② 間接差別の場合、通常障害者がルールに必要とされる要件を満たす

ことが出来ないときに、そのルールを採用することが妥当であること

を示すことができる場合に正当化事由があることになるが、その妥当

性をどのような衡量によるべきかについては、更に検討が必要である。 
 

③ 直接差別と間接・関連差別を包含した差別の態様についての正当化

事由について、正当化を主張する者に立証させることを前提として、

当該取扱い等に正当な目的があり、かつ、その目的を達するために、

必要やむを得ない場合は正当化されるという意見が出された。 
 

④ 合理的配慮を提供しないことが正当化される場合としては、概ね、

その提供に伴う負担が過度な場合が挙げられており、障害者権利条約

においても確認されているところであるが、財源問題に偏らないよう、

当該合理的配慮を行うことが業務の本質を損ない、又は業務の遂行を

著しく困難にする場合はこの限りでないことを明確にすべきであると

の意見があった。 
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ウ）差別に関する立証責任は、差別を受けた側が責任を負い、差別をした

とされる側は正当化事由について立証する責任を負うという大枠につい

ては、多くの委員の意見は一致していた。この立証責任の問題は、差別

の類型をどうするか、また、それに伴う正当化事由をどのように考える

かということと連動する問題であるので、引き続き検討を要する。 

 

 

 

第２ 各論 

１ 雇用、就労 

（１）対象範囲 

  障害者権利条約第 27条では、あらゆる形態の雇用を対象としていること

から、「雇用」の範囲をどのように考えるかについて議論がなされた。 

  これについて、差別が禁止される事項として、募集、採用から解雇、退

職に至るまで全て含まれるという意見が出された。 

 

（２）差別（合理的配慮は（３））及びその正当化事由 
 

① 障害者が働く上で不利益な取扱いを受けてはならないということを差

別禁止法の中では明確に定義する必要があるという意見が出された。 
 

② 雇用、就労分野における差別の定義を詳細に規定することは難しいだ

ろうが、雇用、就労における差別とは何かということが明確にわかるよ

うにすることが必要だという意見が出され、雇用・就労の質や所得の状

況など、障害者の就労状況の質を改善する必要があるなどの意見があっ

たが、雇用、就労における差別とは何かを書くという観点からは、更に

検討が必要である。 
 

③ 一方で、合理的配慮が提供された上で労働能力が適切に評価されるの

であれば、結果として差が生じても、差別に該当しないのではないか、

という意見も出された。 

 

（３）合理的配慮及びその例外 
 

① 職場における合理的配慮については、法律では概念を規定する程度に

とどめて、具体的な内容については、いわゆる指針やガイドラインで定
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めてもよいのではないかという意見があった。特に、具体的にどのよう

な合理的配慮が必要かということについて、どのように決めていくのか

という個別内容に関しては、労働分野の法律で決めてはどうかという意

見があった。 
 

② 諸外国の労働分野では、国などから財政的支援を受けた場合には、合

理的配慮の抗弁が一定程度できなくなるところもあることが紹介され、

また、労働関係の助成金や補助金を合理的配慮と考えてよいかどうかに

ついての問題提起も行われた。 
 

③ 障害者権利条約が求めている合理的配慮は、それをしないと差別にな

ることから、障害のある個々の従業員が自分にとってどのような合理的

配慮が必要なのかということを明確に求める必要があり、そしてその要

求が法的にどのような効果を有するかについては検討が必要という意見

が出された。 
 

④ 通勤時の移動支援や身体介助は、企業の合理的配慮なのか、福祉サー

ビスなのかという問題提起がなされた。また、福祉的就労や職業訓練セ

ンターといった職業訓練の場あるいは自営業においても、合理的配慮が

必要ではないかという意見が出されたが、合理的配慮の概念に当てはま

るか更に検討が必要である 

 

（４）留意するべき事項 
 

①  分野横断的に当てはまることについては、差別禁止法において規範性

を持つ規定を設けるべきとする意見や、労働分野における合理的配慮の

基本的な考え方や差別があらゆる段階において禁止されなければなら

ないということを差別禁止法において明示すべきという意見があった。 

これに対して、個別法に委ねられる部分は委ね、既存の仕組みを活用

しつつ、全体として差別があってはならないという形を描いていけばよ

いのではないかという意見もあった。 
 

② 差別禁止法の中で、現在の障害のみならず、仮に過去の障害、関係者

に対する差別等も対象とする場合に、現行の障害者雇用促進法における

障害者の範囲よりも広くなるので、両者の違いを調整していくべきとい

う意見が出された。 
 

③ 差別禁止法の検討に当たって、労働分野の事案解決の手続の在り方に
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ついての議論も行われた。事案解決の手段としては、企業内の機関によ

るものと、外部機関によるものという大きく２つの方法があり、外部機

関を考えるとしても、新たに国、行政から独立した第三者機関としてつ

くる必要があるのか、それとも、現在ある既存の仕組み、例えば労働審

判であるとか、紛争調整委員会などを活用すべきかという問題提起がな

された。事案解決の必要が生じた場合に、具体的に救済を申し出たり、

あるいは裁判所へ訴えることができるような、救済を求めることが差別

禁止法の制定の趣旨ではないかという意見がある一方で、労働分野にお

いては一定の事案の蓄積があるので、既に存在する紛争調整委員会等を

活用した方がよいという意見もあった。 

④ 雇用促進法で定めている障害者雇用率制度の維持について反対はなか

った。現在の障害者雇用促進法に、差別禁止の役割を担わせるためには

大幅な改正が必要であるという意見があった。むしろ、雇用促進法とは

別に規範性をもった差別禁止法を新たに制定する必要がある、という意

見が出された。 
 

⑤ 労働・雇用分野における障害者差別の具体的な内容は公労使障の四者

で構成されている労政審の障害者雇用分科会で審議を行い、当差別禁止

部会では基本的な枠組みについて論議を行って、雇用分科会と差別禁止

部会の役割、論議の棲み分けの整理を図っていくべきとの意見が出され

た。これに対して、当部会でも具体的な内容について、議論すべきとの

意見が出された。 
 

⑥ また、事案解決に関しては全体として一般的な人権救済の方法による

のか、それとも、差別禁止法の中で横断的な救済機関を設けるのかに関

しても問題提起がなされた。 

 

（５）その他 
 

① 障害者の雇用や労働の在り方がどうあるべきかということを念頭にお

いて、差別のない雇用や労働関係、労働条件等について労働政策審議会

等の議論に期待したいという意見もあった。 
 

② 雇用率制度が積極的是正措置だとしても、運用上一般社員への登用が

狭められたり、あるいは一般社員との職場の分離が定着するようなこと

にはならないようにすべきだという意見があった。また、積極的是正措
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置に当たるものに関しては、差別ではないということを明確に規定する

必要があるのではないかという意見も出された。 

 

 

２ 司法手続（略） 

 

３ 選挙等（略） 

 

４ 公共的施設及び交通施設の利用（略） 

 

５ 情報（略） 

 

６ 教育（略） 

 

７ 商品、役務、不動産（略） 

 

８ 医療（略） 
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      伊藤 彰久   日本労働組合総連合会生活福祉局長 

     川内 美彦   東洋大学教授 

    川島 聡    東京大学大学院特任研究員 

 ○ 竹下 義樹   社会福祉法人日本盲人会連合副会長、弁護士 

   西村 正樹   全日本自治団体労働組合総合政治政策局社会福祉局長 

   野沢 和弘   毎日新聞論説委員 

   松井 亮輔   法政大学名誉教授 

 ◎ 棟居 快行   大阪大学教授 

   山崎 公士   神奈川大学教授 

   山本 敬三   京都大学教授 

 

（オブザーバー） 

      遠藤 和夫   日本経済団体連合会労働政策本部主幹 

   松本 謙治   日本商工会議所産業政策第二部担当部長 

 

（専門協力員） 

   永野 仁美   上智大学准教授 

   引馬  知子   田園調布学園大学准教授  

 

 

                                          （敬称略 五十音順） 
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（別紙） 

 

差別禁止部会の検討経緯 

 

第１回  平成 22年 11月 22日  

       差別禁止部会の運営について 

       今後の進め方について 
  
第２回  平成 23年 1月 31日  

       差別禁止に関する諸外国の法制度について（ヒアリング） 

         ・EU における障害者差別禁止法制 

        ・フランスの障害者差別禁止法制 
  
第３回  平成 23年 4月 8日 

       差別禁止に関する諸外国の法制度について（ヒアリング） 

        ・アメリカの障害者差別禁止法制 

        ・ドイツの障害者差別禁止法制 
  
第４回  平成 23年 5月 13日  

       差別禁止に関する諸外国の法制度について（ヒアリング） 

        ・イギリスの障害者差別禁止法制 

        ・韓国の障害者差別禁止法 
  
第５回  平成 23年 6月 10日 

       差別禁止に関する諸外国の法制度について（ヒアリング） 

       差別禁止法制の必要性等の論点について 
  
第６回  平成 23年 7月 8日  

       直接差別・間接差別について 

       間接差別について（ヒアリング） 
  
第７回  平成 23年 8月 12日  

       「差別」の類型論を巡る論点（その２） 

       障害者差別が裁判で争われた事例（ヒアリング） 
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第８回  平成 23年 9月 12日    

       「差別」の類型論を巡る論点（その３） 

       欠格事由に関するヒアリング 

       条例に基づく救済に関するヒアリング 
  
第９回  平成 23年 10月 14日    

       「差別」の類型論を巡る論点（その４） 

       雇用、就労における差別について 
  
第 10回   平成 23年 11月 11日    

司法手続及び選挙等の分野における差別禁止について 
  
第 11回   平成 23年 12月 9日    

       公共的施設及び交通施設の利用における差別禁止について 
  
第 12回   平成 24年 1月 27日    

       省庁ヒアリング（合理的配慮について） 

        ・厚生労動省 

        ・文部科学省 

        情報の分野における差別禁止について 
  
第 13回   平成 24年 2月 10日    

       情報の分野における差別禁止について（その２） 

       教育の分野における差別禁止について 
  
第 14回   平成 24年 2月 24日    

       日常生活（商品、役務、不動産）における差別禁止について 
  
第 15回   平成 24年３月９日 

       日常生活（医療）における差別禁止について 

       中間の論点整理について 
  
第 16回   平成 24年３月 16日 

       中間の論点整理について 
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欧米の雇用分野における障害者差別禁止法制について 
 

第 1 基本的枠組み 

１ 障害者権利条約に対応するための枠組みの全体像 

【法制的な枠組みについて】 

ドイツ 

○ 包括的差別禁止法（一般平等取扱法）と雇用分野の個別法（社会法典第 9編「適切な措

置」「雇用義務」） 

※ 施行規則やガイドラインはない。 

 

フランス 

○ 雇用分野の個別法（労働法典「雇用義務」、「差別禁止」及び「適切な措置」） 

 ※ 刑法典には障害などを理由とする解雇等に刑事罰を規定 

※ 「職業的参入のための障害補償ガイド」（障害者職業参入基金管理運営機関作成の手引

き）で、障害ごとの支援を例示。 

 

アメリカ・イギリス 

○ 包括的差別禁止法（アメリカはＡＤＡ法（第１編に雇用）、イギリスは平等法） 

   ※ アメリカには、雇用機会均等委員会（EEOC）作成の施行規則と解釈ガイダンス、さ

らに、企業規模や業種等の各種ガイドラインあり。 

※ イギリスには、平等人権委員会などが作成する手引きがあり、労使別に、採用、労

働時間、賃金、教育訓練、人事、解雇といった領域ごとに作成。 

 

 

【障害者雇用率制度について】 

ドイツ・フランス 

 ○ 差別禁止と雇用率制度が併存 

※ ドイツは、雇用率 5％の対象を、障害程度 50 以上の重度障害者、または 30～50 未満

の重度障害者と同等の者 

※ フランスは、雇用率 6％の対象を、障害労働者と認定された者のほか、労災・障害年

金の受給者、障害者手帳保有者など 

 

アメリカ・イギリス 

 ○ 雇用率制度はない 

  ※ イギリスは、雇用率制度を 95年障害者差別禁止法により廃止 

資料８ 
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２ 差別禁止等の枠組みの対象範囲 

【障害者の範囲（定義）について】 

ドイツ・フランス 

 ○ 差別禁止に係る障害・障害者の定義はない。「適切な措置」の対象は、雇用義務の対象。 

○ 直接差別やハラスメントからの保護の対象には、障害者の家族も含まれる。 

 

アメリカ 

○ 「１つ以上の主要な生産活動を実質的に制限する身体的又は精神的機能障害があるか、過

去にそのような機能障害があるか、そのような機能障害があるとみなされる者」で、その

うち保護の対象は、職務に対し「適格性」を有する者。 

※ 障害や適格性の有無は裁判等で個別に判断。 

○ 保護の対象には、障害者の家族も含まれる。 

 

イギリス 

○ 身体的又は精神的な機能障害を有する者であり、この機能障害によって通常の日常生活

を行う能力に、実質的かつ長期間にわたり悪影響を受けている者（過去に障害を有してい

た者や著しい醜状を伴う機能障害、進行性の症状で現時点は実質的な悪影響を受けていな

い場合も、保護の対象） 

  ※ 障害の有無は裁判等で個別に判断。 

○ 直接差別やハラスメントの保護の対象には、障害者の家族も含まれる。 

 

 

【事業主の範囲について】 

ドイツ・フランス・イギリス 

○ 全ての事業主（イギリスは、02年まで 15人以上を雇用する事業主） 

 

アメリカ 

○ 当年・前年に週 20時間以上働く 15人以上を雇用する事業主 
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第２ 障害を理由とする差別の禁止 

１ 障害を理由とする「差別」について 

【直接差別、間接差別、ハラスメントについて】 

ドイツ・フランス・アメリカ・イギリス 

○ 一般的な差別禁止に加え、「直接差別」、「間接差別」、「ハラスメント」を禁止する旨を個々

に規定。また、「間接差別」は、各国とも正当化事由を規定。 

〈例：ドイツ〉 

【差別禁止規定】 

・ 使用者は、重度障害のある従業員に対し、障害を理由として不利益取扱いをしてはならない。個別に

は、一般平等取扱法の規定が適用される。（従業員は 1 条（平等法）に掲げられる事由（人種、性別、

障害、年齢）のいずれかに基づき不利益取扱を受けることがあってはならない。） 

 【直接差別の規定】 

・ １条に掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比しうる状況のもとで、他の者が経験し、経験した、

若しくは経験しうるであろうよりも、不利益取扱を経験する場合には、直接的な不利益取扱となる。 

【間接差別の規定】 

・ 外観上中立的な規定、基準又は手続により、１条に掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比しう

る状況の下で、他の者よりも、特別な方法で、ある者が不利な取扱いを受ける場合、間接的な不利益取

扱となる。ただし当該規定、基準又は手続が、法に適った目的により客観的に正当性が認められ、その

手段がこの目的の達成のために相当かつ必要である場合はその限りではない。 

【ハラスメントの規定】 

・ １条に掲げられる事由と関係する期待されない行為態様が、当該人の尊厳を侵害し、又は、脅迫、敵

視、嫌悪、辱め又は侮辱によって特徴づけられる環境形成をする目的を有する場合、又はそうした環境

形成に影響を与える場合には、不利益取扱となる。 

 

【合理的配慮の不提供について】 

フランス・アメリカ・イギリス 

 ○ 「合理的配慮の不提供」を差別と規定。ドイツは、差別か否かは法律上規定がなく、ま

た合理的配慮に関する不服申立も差別救済とは別の手続きにより救済。 

〈例：アメリカ〉 

・ 応募者又は労働者であるその他の点では適格性をもつ障害者の既知の身体的又は精神的機能障害に合

理的配慮を提供しないことは、障害を理由とする差別に当たる。ただし、その配慮を提供することが、

使用者の事業の運営にとって過度の負担を課すことを使用者が証明できる場合はこの限りではない。 

 

【差別の正当化事由・適用除外について】 

ドイツ・フランス・イギリス 

 ○ 「差別の正当化事由や適用除外」を規定。 

※ アメリカは、法の保護対象について障害を持つ「適格者」に限定。 

〈例：ドイツ〉 

・ １条に掲げられた諸事由のいずれかによる差別的な取扱は、その理由が、行われる職務の種類、職務

の遂行の諸条件を理由として、その職務の本質的かつ重要な要請である場合には、その目的が正当かつ、

その要請が相当なものである限り、適法である。 
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【差別禁止の効果について】 

ドイツ・フランス・イギリス 

○ 差別禁止に反する合意は無効である旨を個別に規定。 

○ ドイツ、フランスは、民事上の損害賠償についても規定。 

〈例：フランス〉 

・ 労働法典に違反する差別行為は、全て無効であり、また、民事上、損害賠償請求も可能 

 

 

２ 差別が禁止される事項 

ドイツ・フランス・アメリカ・イギリス 

 ○ 雇用に係る全ての事項（募集・採用の機会、賃金その他の労働条件、昇進・配置その他

の処遇、教育訓練、雇用の継続・終了（解雇・雇止め等））について、差別を禁止している。

※ ドイツのみ解雇は適用除外とされ、一般的な解雇保護法を適用。 

〈例：アメリカ〉 

・ いかなる適用対象事業体も、応募手続き、採用、昇進、解雇、報酬、職業訓練、並びにその他の雇用

上の規定、条件及び特典に関して、適格性を有する人を障害を理由として差別してはならない。 

・ 上記のほか、EEOC 規則では、「求人、広告、昇格、昇進、終身在職権、降格、異動、一時帰休、一時

帰休からの復帰の権利、再雇用、賃金率、その他あらゆる形態の報酬、報酬の変化、職務の割当て、職

務分類、組織構造、職位の記述、昇進ライン、先任権、有給休暇、病気休暇、その他の休暇、福利厚生、

訓練に関する選考及び財政上の援助、及び適用対象事業体が主催する活動についても差別してはならな

い。」と規定。 

 

 

第３ 職場における合理的配慮 

１ 基本的な考え方 

ドイツ 

○ 平等法に「合理的配慮」の規定はなく、社会法典において「重度障害者は、使用者に対

し、障害及び障害の影響を考慮に入れて、能力を発揮できる労働ポストや職業訓練への配

慮、障害に適した就労場所・設備、労働時間などの請求権を有する」と規定。 

 

フランス・アメリカ・イギリス 

○ 使用者に対し、合理的配慮の提供を義務付けている。 

 

【合理的配慮の不提供について】 

  ※ 第２の１参照 

【障害者の範囲（定義）について】 

  ※ 第１の２参照 

【事業主の範囲について】 

 ※ 第１の２参照 
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２ 合理的配慮の内容について 

フランス・アメリカ・イギリス 

○ 法律で枠組みを定め、ガイドラインや手引き、行為準則で具体例を示した上で、実際の

雇用の場面では個々のニーズに応じ個別に配慮の内容を決定。 

〈例：アメリカ〉 

  ※ 合理的配慮は、障害の種類や程度、職務内容により多様で、ADA法は例示列挙。 

・ ＡＤＡ法では、合理的配慮に以下のものが含まれるとしている。 

① 労働者が使用する既存施設を、障害者が容易にアクセスしかつ使用可能とすること 

② 職務の再編成、パートタイム化又は勤務割の変更、空席ポストへの配置転換、機器又は装置の購入

又は改良、試験、訓練材料又は方針の適切な調整又は修正、資格をもつ朗読者又は通訳者の提供、及

び障害者に対する他の類似の配慮 

 

・ EEOC規則では、合理的配慮とは、 

① 採用プロセスにおける配慮（募集・採用段階において、障害者が適格性を有するポジションへのア

クセスを可能とするような採用プロセスにおける変更又は調整） 

② 職務遂行に関する配慮（労働環境や仕事のやり方･状況についての変更又は調整） 

③ 均等な利益及び特典の享受に関する配慮（障害者が障害を持たない者と同等の利益及び特典を享受

することを可能とする変更又は調整） 

 

・ 「合理的配慮及び過度の負担に関する実施ガイダンス」で、以下の具体的な説明がある。 

① 施設・情報へのアクセシビリティ 

従業員の利用施設について障害者のアクセスが容易になるようにし、また、利用できるようにする。

就業場所だけではなく、非就業区域（休憩室、食堂、洗面所など）も対象。また、情報アクセスも、障

害者と障害を持たない者が同等の状況に置かれなければならない。例えば、視覚障害者には、パソコン

装置や拡大印刷等の設備、点字又は音声メッセージの送付等。聴覚障害者には、電子メール等による情

報提供が行われなければならない。 

② 職務の再編成 

職務の本質的機能を遂行できるよう職務内容の変更や遂行できない周辺的職務の除去。 

③ 勤務地の変更（テレワークを含む） 

④ 労働時間の変更・休暇付与（定期的に治療の必要のある人への勤務割の変更等。） 

⑤ 空席ポストへの配置転換 

現在の職位において合理的配慮を提供できない場合、または合理的配慮をしても職務の本質的機能を

遂行することができない場合、適格性を有する他の職位への配置転換。 

⑥ 試験・訓練教材の調整・変更 

企業内外での教育訓練も含め、試験・訓練教材も、手話通訳者、点字、拡大文字、音声案内等の方法

を提供しなければならない。 

⑦ 援助者・介助者の配置（職場で必要な範囲を超えた個人的便益を提供する必要はない（車いす、義

足等）） 
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３ 合理的配慮の提供のための仕組みと実効性の担保について 

【合理的配慮の提供のための企業内での仕組み】 

アメリカ 

○ 合理的配慮を実際に提供する過程では、障害者と使用者が相互に関与し、話合いを通じ

情報を共有すること（「相互関与プロセス」）が重要とされており、法解釈ガイダンスでは、 

① 使用者が対象となる特定の職務を分析し、その目的と本質的機能を決定する。 

② 障害者と使用者が話し合い、障害によって生じている職務に影響を及ぼす制限と、そ

れらの制限を合理的配慮によって克服する方法を確認する。 

③ 話合いの中で、いくつかの合理的配慮案を確認し、それぞれの配慮が職務の本質的機

能を遂行することを可能にするかどうか評価する。 

④ 配慮を受ける者の意見を考慮し、労使双方にとって適切な配慮を選択し実施する。 

 ○ 相互関与プロセスは法で義務付けられるものではないが、プロセスに参加したことを使

用者が証明できれば、結果として合理的配慮の提供に至らなかった場合でも責任を問われ

ない可能性があり、このプロセスへの関与が重要であるとされている。 

 

【合理的配慮の提供のための企業以外での仕組み】 

ドイツ 

○ 障害者は、労働環境、労働組織、労働時間の障害に応じた調整について請求権を有する

が、特に費用面で使用者には限界があり、問題になる場合、州統合局は包括的助言を行う。 

 

アメリカ 

○ 労働省には、JAN（Job Accommodation Network）が整備され、以下のサービスを提供。 

・ JANの Webサイトには、様々な疾患・障害の情報や職業的な課題とそれに対する支援・

配慮、さらに利用可能な支援機器や関連するサービスや制度などが掲載されている。 

・ 障害者、家族、企業などからの電話での専門的なコンサルティングを無料で実施。 

・ 上記の相談や支援機器などの開発情報が逐次更新・登録され、Webサイトで検索可能。 

 

【財政的援助】 

ドイツ・フランス 

○ 雇用率未達成企業からの納付金を原資として、使用者に対し給付金・助成金を支給 

○ ドイツでは、①恒常的で特別な補助的労働力（ジョブコーチ）が必要な場合、②障害者

雇用が通常の費用と言えない費用と結びつく場合、③障害者雇用の結果、事業所での労務

の提供が減少する場合などこれに係る負担を調整するため給付金を支給。 

○ フランスでは、①労働時間調整支援金（高齢障害者の賃金減額なしで労働時間を短縮し

雇用継続する）、②通勤支援金（交通に係る超過費用を保障）、③労働環境適応支援金（雇

用前の調整費用（点訳など）を保障）、④雇用維持支援金（障害を負った又は悪化した場合、

雇用継続のための支援機関の費用等を支給）、⑤技術的支援・人的支援（手話通訳等の人的

支援費用）、⑥チューター支援金（企業内で指導・訓練する者の委嘱・育成費用）等を支給。 

 

アメリカ 

○ 政府が援助する仕組みはない。企業規模に応じ合理的配慮に係った費用の税制上の優遇。 
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イギリス 

○ 雇用年金省の出先機関（ジョブセンタープラス）により実施される「仕事へのアクセス

支援（Access to Work）」を通じ、調整措置の費用を支援。支援の範囲は、雇用されている

期間、必要な支援の種類、自営か否かなどを考慮し決定。具体的には、①特別な補助具、

福祉機器、施設と設備の改修、②通勤の支援、③職場での読上げ等の援助員の配置など 

 

４ 過度の負担について 

ドイツ・フランス・アメリカ・イギリス 

○ 事業主に「過度な負担」が課される場合、提供義務はない。（ドイツでは、障害者による

請求権はないとされる。） 

○ ドイツ・フランス・イギリスには「過度の負担」の法的定義はない。ドイツ・フランス

では公的な助成を考慮した上で、過度な負担か否かを判断。イギリスでは、個々の事案の

総合的な事実（費用、費用対効果、企業規模等）を踏まえ判断。 

○ アメリカでは、過度の負担とは「著しい困難又は費用を要する行為」とされ、①配慮の

性質又は費用、②提供に係る施設の財政的資力、施設の労働者数、施設運営への影響③企

業の財政的資力、労働者数、施設の数・種類・立地④事業の種類など多様な基準で判断。 

 

 

第４ 権利擁護（紛争解決手続）について 

【企業内における紛争解決手続き】 

ドイツ 

○ 従業員は、企業、事業所、職場の管轄機関（具体的には上司、人事課）に対し、不利益

取扱に関する異議申立権を有する。 

 

フランス 

○ 従業員代表は、雇用・報酬・職業訓練・配属・昇進・異動・懲戒・解雇など労働法典に

掲げる事項に差別を確認した場合、使用者にそれを訴えることができ、使用者は従業員代

表とともに調査を行い、必要な改善措置を講じることとされている。 

 

イギリス 

○ 法的規制はなく、労使紛争の場合、まずは職場の紛争解決制度等により解決が試みられ、

解決しない場合、行政救済・司法救済。 

 

【行政救済機関】 

ドイツ・フランス・アメリカ・イギリス 

 ・ 差別禁止に関する行政救済機関が設置され、特に、アメリカ、イギリスは行政救済前置。 

  ※ ドイツ：連邦反差別機関、フランス：高等差別禁止平等機関、 

アメリカ：EEOC、イギリス：助言斡旋仲裁局 

・ ドイツ・フランスではあっせん、アメリカでは調停、イギリスではあっせん又は仲裁に

より紛争解決を図る。 



障害者のうち、左記
に該当しない者 
  
 ・発達障害者 
 ・難治性疾患患者 
 等 

身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため、長期にわたり、職業生活
に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者           （法第2条第１号） 

障害者のうち、身体障害
がある者であって別表
（※１）に掲げる障害があ
るもの  
               （法第2条第2号） 

障害者のうち、知的障害
がある者であって省令
（※２）で定めるもの 
       （法第2条第4号） 
  

※知的障害者更生相談所等に
より知的障害があると判定され
た者 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

その他 

精神障害者保健 
福祉手帳所持者 

障害者雇用促進法における障害者の範囲、雇用義務の対象 

（雇用義務等に係る規定の精神障害者である労働者についての適
用に関する特例）  

事業主が精神障害者である労働者を雇用しているときにおける同
項（第43条第1項）の規定の適用については、・・・当該事業主が・・・

当該精神障害者である労働者の数に相当する数の身体障害者又
は知的障害者である労働者を雇い入れたものとみなす。 
                               （法第71条第１項） 
※当該規定における「精神障害者」は、法第69条の規定により「精神障害者保健福祉
手帳所持者」に限定している。 

事業主は、･･･その雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の数が、その雇用する
労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数以
上であるようにしなければならない。  
                  （法第43条第1項） 

雇用義務の対象 実雇用率算定の対象 

障害者 

障害者のうち、精神障害がある者であって
省令（※３）で定めるもの （法第2条第6号） 
※次に掲げる者であって、症状が安定し、就労が可能
な状態にあるもの 

※①～③の手帳所持者
を除く。 

  ①統合失調症 
  ②そううつ病(そう    
   病･うつ病を含む) 
  ③てんかん 

資料９ 



（※１）障害者雇用促進法 別表 

一 次に掲げる視覚障害で永続するもの 

  イ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異状がある者については、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれ  

   ぞれ０．１以下のもの 

  ロ 一眼の視力が０．０２以下、他眼の視力が０．６以下のもの 

  ハ 両眼の視野がそれぞれ１０度以内のもの 

  ニ 両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で永続するもの 

  イ 両耳の聴力レベルがそれぞれ７０デシベル以上のもの 

  ロ 一耳の聴力レベルが９０デシベル以上、他耳の聴力レベルが５０デシベル以上のもの 

  ハ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が５０パーセント以下のもの 

  ニ 平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害 

  イ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の喪失 

  ロ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障害で、永続するもの 

四 次に掲げる肢体不自由 

  イ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で永続するもの 

  ロ 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指以上をそれぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの 

  ハ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

  ニ 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい障害で、永続するもの 

  ホ 両下肢のすべての指を欠くもの 

  ヘ イからホまでに掲げるもののほか、その程度がイからホまでに掲げる障害の程度以上であると認められる障害 

五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 

 

障害者雇用促進法施行令 

（法別表第五号の政令で定める障害）  
第二十七条  法別表第五号の政令で定める障害は、次に掲げる障害とする。  

一  ぼうこう又は直腸の機能の障害   二  小腸の機能の障害   三  ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害   四  肝臓の機能の障害  

（※２）障害者雇用促進法施行規則 

（知的障害者）  
第１条の２ 法第２条第４号の厚生労働省令で定める知的障害がある者（以下「知的障害者」という。）は、児童相談所、知的障害者福祉法第９条第５項に
規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医又は法
第１９条の障害者職業センター（次条において「知的障害者判定機関」という。）により知的障害があると判定された者とする。 

（※３）障害者雇用促進法施行規則 

（精神障害者）  

第１条の４ 法第２条第６号の厚生労働省令で定める精神障害がある者（以下「精神障害者」という。）は、次に掲げる者であって、症状が安定し、就労が可
能な状態にあるものとする。  

一  精神保健福祉法第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者  

二  統合失調症、そううつ病（そう病及びうつ病を含む。）又はてんかんにかかっている者（前号に掲げる者に該当する者を除く。）  



職業リハビリテーションの実施体制の概要 

 
（ハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター） 

資料１０ 



  ハローワークにおける障害者の雇用促進のための取組 

１ 雇用率達成指導の強化 
 ○ 雇入れ計画期間及び公表猶予基準の見直し 
   ・雇入れ計画期間の短縮（３年→２年） 
   ・公表猶予基準の見直し 
   ※ 平成２４年１月１日以降適用 
  

２ 障害者に対する職業紹介等の充実 
  ・ 相談・支援体制の充実・強化（「就職支援ナビゲーター（障害者支援分）」の配置等） 
  ・ 各種の雇用支援策の活用（トライアル雇用、ジョブコーチ支援等） 
  ・ 関係機関との連携の強化（地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等）  
  ・ 定着指導 等 
  

３ 事業主に対する障害者雇用促進のための取組 
  ・ 事業主に対する助言及び指導  
  ・ 雇用率達成指導と結びついた職業紹介の実施 
  ・ 障害者向けの求人開拓の実施（一般求人から障害者求人への転換を含む。） 
  ・ 各種助成金制度の活用 
  ・ 定着指導  等   
          



  

  地域障害者職業センターは、公共職業安定所等の地域の就労支援機関との密接な連携のもと、障害者に対する 

 専門的な職業リハビリテーションを提供する施設として、全国４７都道府県（ほか支所５か所）に設置。 

○ 職業評価 
  就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法 

 等を含む、個人の状況に応じた職業リハビリテーション計画を策定。 
 

○ 職業準備支援 
  ハローワークにおける職業紹介、ジョブコーチ支援等の就職に向かう次の段階に着実に移行させるため、センター内での作 

 業体験、職業準備講習、社会生活技能訓練を通じて、基本的な労働習慣の体得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能 

 力・対人対応力の向上を支援。 
 

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 
  障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者及び事業主に対して、雇用の前後 

 を通じて障害特性を踏まえた直接的、専門的な援助を実施。  
 

○ 精神障害者総合雇用支援 
  精神障害者及び事業主に対して、主治医等の医療関係者との連携の下、精神障害者の新規雇入れ、職場復帰、雇用継続 

 のための様々な支援ニーズに対して、専門的・総合的な支援を実施。 
 

○ 事業主に対する相談・援助 
  障害者の雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、事業主支援計画を作成し、雇用管理に関する専門 

 的な助言、援助を実施。 
 

○ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援助等の実施 
  障害者就業・生活支援センターその他の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する技術的事項についての助言・援 

 助を行うほか、関係機関の職員等の知識・技術等の向上に資するため、マニュアルの作成及び実務研修等を実施。 

地域障害者職業センターの概要 

障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適応援助等の各種の職業リ

ハビリテーションを実施するとともに、事業主に対して、雇用管理に関する専門的な助言その他の支援を実施。 



  障害者就業・生活支援センター 

業務の内容  就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センター窓口での
相談や職場・家庭訪問等を実施します。 

＜就業面での支援＞ 

○ 就業に関する相談支援 

 ・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、 

  職場実習のあっせん） 

 ・ 就職活動の支援 

 ・ 職場定着に向けた支援 

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ  

 た雇用管理についての事業所に対する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

＜生活面での支援＞ 

○ 日常生活・地域生活に関する助言 

 ・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理 

  等の日常生活の自己管理に関する助言 

 ・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、 

  生活設計に関する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

設置箇所数 

 
２４年６月現在 ３１５センター 

雇用と福祉のネットワーク 

障害のある方 

相談 

地域障害者 

職業センター 

専門的支援 
の依頼 

生活支援 
（生活支援担当者1名） 

就業支援 
（就業支援担当者2～４名） 

ハローワーク 

事業主 

職場適応支援 

求職活動支援 

特別支援学校 
連携 

保健所 
保健サービスの 

利用調整 

福祉事務所 
福祉サービスの 

利用調整 

医療機関 

医療面の相談 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

○ 日常生活・ 

地域生活に関 

する助言 

○ 就業に関す 

る相談支援 

○ 障害特性を踏 

まえた雇用管理 

に関する助言 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

一 

体 

的 

な 

支 

援 

自立・安定した職業生活の実現 

技術的支援 

就労移行支援
事業者等 

 

基礎訓練の 

あっせん 

対象者の送
り出し 

 障害者の身近な地域においては、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う 

  「障害者就業・生活支援センター」の設置を拡充 

 平成14年度 21センター（14年5月事業開始時）→ 24年度 327センター（予定） 

  【23年度実績】  対象者数  94,960人  

             就職件数  13,769件    就職率 69％ 



◎障害者の雇用の促進等に関する法律（抄） 

（事業主に対する助言及び指導） 
第18条 公共職業安定所は、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るために必要があると認め

るときは、障害者を雇用し、又は雇用しようとする者に対して、雇入れ、配置、作業補助具、作業の設
備又は環境その他障害者の雇用に関する技術的事項（次節において「障害者の雇用管理に関する
事項」という。）についての助言又は指導を行うことができる。 

（地域障害者職業センター） 
第22条 地域障害者職業センターは、都道府県の区域内において、次に掲げる業務を行う。 
 一・二 （略） 
 三 事業主に対する障害者の雇用管理に関する事項について助言その他の援助を行うこと。 
 四～六 （略） 
（業務） 
第28条 障害者就業・生活支援センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 
 一 支援対象障害者からの相談に応じ、必要な指導及び助言を行うとともに、公共職業安定所、地域障

害者職業センター、社会福祉施設、医療施設、特別支援学校その他の関係機関との連絡調整その
他厚生労働省令で定める援助を総合的に行うこと。 

 二・三 （略） 
 
◎障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（抄） 
第4条の9 法第28条第1号の厚生労働省令で定める援助は、法第27条第1項に規定する支援対象障害

者に係る状況の把握、支援対象障害者を雇用する事業主に対する雇用管理に関する助言、公共職
業安定所、地域障害者職業センター、社会福祉施設、医療施設、特別支援学校その他の関係機関
に係る情報の提供その他の支援対象障害者がその職業生活における自立を図るために必要な援助
とする。 

 
  

参照条文 



障害者雇用納付金制度について（①） 

未達成企業 達成企業 

未達成企業 達成企業 

「調整金（※１）」の支給 

「報奨金」の支給 
 （中小企業200人以下） 

「納付金（※１）」の徴収 
【超過1人当たり 月額2万7千円】 

【超過1人当たり 月額2万1千円】 

【不足1人当たり 月額5万円】 

基準雇用率（※２） 

雇用障害者数 

※１ 納付金の額は、基準雇用率に達するまで身体又は知的障害者を雇用する場合に、調整金の額は、基準雇用率を 

  超えて身体又は知的障害者を雇用した場合に、障害者１人につき通常必要とされる１月当たりの特別費用の額の平 

  均額を基準として設定。  

   特別費用とは、身体又は知的障害者を雇用する場合に必要な施設・設備の設置又は整備その他の身体又は知的 

  障害者の適正な雇用管理に必要な措置に通常係る費用その他身体又は知的障害者を雇用するために特別に必要 

  とされる費用とされている。 

※２ 法に基づき、少なくとも5年ごとに労働者や失業者、障害者数の総数の割合の推移を勘案し政令で設定。 

 障害者雇用に伴う事業主間の経済負担の調整とともに、障害者雇用の促進及び継続を図るため、

雇用率未達成企業（常用労働者200人超）から納付金を徴収し、達成企業などに対し調整金、報奨

金を支給するとともに各種助成金を支給。 

「助成金」の支給 
 （企業規模の制限はない） 

納
付
金
を 

徴
収 

調
整
金
を
支
給 

その他 

考え方と概要 
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障害者雇用納付金制度について（②） 

法的な性格 

○調整金的な性格：法定雇用率を超えて身体又は知的障害者を雇用する事業主に対し、調整金を   

    支給することにより、事業主間の障害者雇用に伴う経済的負担の平等化のための調整を行う。 
   

○共同拠出金的な性格：身体又は知的障害者を雇い入れる事業主に対して各種の助成金を支給す 

    ることにより、障害者雇用を促進しようとするための事業主の共同拠出金的な性格 

法定 
雇用率 

現実の 
平均的 
雇用率 

事業主の分布 

A 

B 
D 

F 

E 
C 

O H 

G 

＜イメージ図＞ 

①△EHG：経済的負担の調整を図るために徴収
する分（現実の平均的雇用率水準以下
の事業主から徴収） 

 
②□BCGF：雇用促進経費として徴収する分 
 
③△EHG→△ACE：負担の調整 
 
④□BCGFのうち、□BCEDの部分は③による調

整金の支給により相殺し得るので、実際
には徴収されない。 

 
①～④の結果、実際の納付金は、△DHFに相当
するものが納付されることとなるため、法定雇用
率未満の事業主が納付することとなる。 

障害者の雇用割合 



 

 

障害者雇用納付金及び障害者雇用調整金の額の設定の基準となる 

数値の算定について 
 

 

○ 単位調整額の算出根拠の概要 

 

  障害者雇用納付金（以下「納付金」という。）に係る調整基礎額については、基

準雇用率（障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第 54条）に

達するまで身体障害者又は知的障害者を雇用するものとした場合（①）に、また、

障害者雇用調整金（以下「調整金」という。）に係る単位調整額については、基準

雇用率を超えて身体障害者又は知的障害者を雇用した場合（②）に、それぞれ身体

障害者又は知的障害者１人につき通常必要とされる１か月当たりの特別費用（身体

障害者又は知的障害者を雇用するために特別に必要とされる費用）の額の平均額を

基準として定める旨規定されている。（納付金については法第 54 条第２項。調整金

については法第 50 条第２項。） 

実態調査に基づき、雇用率の達成、未達成に関係なく身体障害者又は知的障害者

１人の雇用に伴う１か月当たりの特別費用額の平均を求めると４２，０００円とな

る。 

次に、通常身体障害者又は知的障害者の雇用数が増加するに応じて、１人当たり

の特別費用の額が逓減する実態にあることから、実態調査をもとに、平均的規模の

企業をモデルとして①及び②の特別費用及びその格差を算出すると、①の費用は 

１．２８２倍、②の費用は０．６５５倍となる。 

 したがって、調整基礎額（納付金）及び単位調整額（調整金）は次のとおりである。 

 

 

＊ 調整基礎額（納付金） 

 ［１か月当たり特別費用の額の平均額］   ［格差］    ［調整基礎額］ 

         ４２，０００円   × １．２８２倍 ＝ ５３，８４０円 

≒ ５０，０００円 

 

＊ 単位調整額（調整金） 

 ［１か月当たり特別費用の額の平均額］   ［格差］    ［単位調整額］ 

         ４２，０００円   × ０．６５５倍 ＝ ２７，５１０円 

                            ≒ ２７，０００円 
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報奨金の額の設定の基準となる数値の算定について 
 

 

○ 報奨金額の算定の根拠 

 

  納付金制度に係る報奨金額については、調整金に係る単位調整額以下の額で厚生

労働省令で定めることとされている。（法附則第４条第３項） 

  実態調査に基づき、雇用率の達成、未達成に関係なく、現在の報奨金の支給基準

を踏まえ、身体障害者又は知的障害者１人の雇用に伴う１か月当たりの特別費用額

の平均を求めると４２，２０８円となる。 

  次に、調整金と報奨金の整合性をとる必要があることから、調整金を決定する際

に基準となるべき額と調整金の単価の割合を計算し、また、納付金を納めていない

企業で障害者を多数雇用している企業の特別費用の一部の負担の調整を図るとい

う観点からこの額を２で除した額としている。 

  したがって、報奨金額は次のとおりである。 

 

 

＊ 報奨金額 

 

              ［調整金の単価］         ［報奨金額］ 

 

              ２７，０００円 

 ４２，２０８円  ×             ÷ ２ ＝ ２０，７１３円 

              ２７，５１０円 

 

                            ≒ ２１，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

［１か月当たり特別

費用の額の平均額］ 

［今回見直しの際、調整

金を決定する時の基準

となるべき額］ 



特別費用の調査とその項目等について 

 

○ 納付金及び調整金の基礎となる調整基礎額及び単位調整額は、法律において、 

・納付金の額は、基準雇用率に達するまで身体又は知的障害者を雇用する場合に、 

・調整金の額は、基準雇用率を超えて身体又は知的障害者を雇用した場合に、 

障害者１人につき通常必要とされる１月当たりの特別費用の額の平均額を基準とし

て設定することとしている。この特別費用とは、身体又は知的障害者を雇用する場

合に必要な施設・設備の設置又は整備その他の身体又は知的障害者の適正な雇用管

理に必要な措置に通常係る費用その他身体又は知的障害者を雇用するために特別に

必要とされる費用とされている。 

 

○ この特別費用は、法定雇用率の５年ごとの見直しに併せ、公共職業安定所を通じ

て事業所への訪問調査（以下「特別費用調査」）を実施し、各事業所における１年

間に要した障害者雇用に係る費用を調査している。なお、当該調査の結果をもとに、

納付金及び調整金の額の設定の基準となる「１か月当たり特別費用の額の平均額」

などの数値を算出している。 

 

○ この特別費用調査の調査項目は以下のとおり。 

① 障害者雇用のための施設又は設備の設置又は整備に関する費用 

 Ⅰ 障害者に配慮した施設・設備の設置又は整備に関する費用 

  １ 建設・購入によるもの（具体的事項、初期費用、維持費、耐用年数を含む） 

  ２ 賃借によるもの（具体的事項、賃借費、維持費を含む） 

 Ⅱ 作業設備の設置又は整備に関する費用 

  １ 購入によるもの（具体的事項、初期費用、維持費、耐用年数を含む） 

  ２ 賃借によるもの（具体的事項、賃借費、維持費を含む） 

 

② 障害者の雇用管理のための特別費用（直接的経費） 

 Ⅰ 特別手当（名称、額を含む） 

 Ⅱ 福利厚生費 

  １ 住居に関する費用        ２ 医療・保健に関する費用 

  ３ レクリエーション等に関する費用 ４ 通勤（通勤バス等）に関する費用 

  ５ その他 

 Ⅲ 教育訓練費 

  １ 講師･訓練指導員等の手当、謝礼等 ２ 訓練期間中の対象障害者の賃金 

  ３ 他に委託して訓練するための費用  ４ その他 

 Ⅳ 障害者の特別な有給休暇に関する費用（所定の有給休暇を超えて与えた休暇

に対応する賃金） 

 Ⅴ その他の直接的費用 

 

③ 障害者の雇用管理のための特別費用（間接的経費） 

 Ⅰ 作業補助員の配置等に関する費用 Ⅱ 相談員の配置等に関する費用 

 Ⅲ 障害者の雇用に伴う他の労働者の研修等 Ⅳ その他 
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（単位：百万円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

22,638 23,022 21,157 19,562 18,003 15,526 13,690

21,082 22,079 22,650 23,849 23,251 23,713 23,645

調整金 4,349 4,673 4,955 5,541 6,024 6,750 7,138

報奨金 4,680 4,671 4,631 4,682 4,729 4,693 4,742

助成金 6,871 7,138 7,423 7,751 7,631 7,747 7,879

業務費等 5,183 5,596 5,641 5,875 4,867 4,523 3,887

1,556 944 △ 1,493 △ 4,288 △ 5,248 △ 8,187 △ 9,955

44,013 44,957 43,464 39,176 33,928 25,741 15,786

（注1）四捨五入の関係で一致しないことがある。

　　　障害者雇用納付金関係収支状況の推移

各年度末における積立金等

区 分

収入額（経常収益）①

支出額（経常費用等）②

積立金への増減①－②

（独）高齢・障害雇用支援機構（現高齢・障害・

求職者雇用支援機構）の財務諸表を基に作成 
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２０年度 ２１年度 ２２年度 
２３年度
（※3） 

 
納付金（申告） 
対象企業（※1） 

12,289 12,580 12,604 21,288 

納付対象 
企業数 

7,435 
(17,452) 

7,220 
(15,218) 

6,935 
(13,413) 

12,536 
(18,595) 

申告のみの
企業数 

4,854 5,360 5,669 8,752 

調整金支給企業（※1） 
3,335 
(6,023) 

3,662 
(6,745) 

3,900 
(7,134) 

6,384 
(8,818) 

報奨金支給企業（※2） 
1,940 
(4,729) 

1,887 
(4,693) 

1,853 
(4,742) 

1,907 
(4,420) 

 障害者雇用納付金の納付対象企業数等について 

※1 20年度から22年度は301人以上企業、23年度は200人超企業が対象。 
※2 20年度から22年度は300人以下企業、23年度は200人以下企業が対象。 
※3 23年度は速報値。 

単位： 社  

＊括弧内は、上から収入額、支給額、支給額（単位は百万円） 
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障害者雇用納付金制度に基づく助成金の概要 

○ 障害者作業施設設置等助成金 
   障害者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設等(知的障害者等の作業能力に合わせた改造や 
 安全装置の取り付けがなされた設備等）の設置・整備・賃借を行う事業主に支給（障害者1人につき上限450万円 

 （作業施設の設置）等） 
 
○ 障害者福祉施設設置等助成金   
   障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の 
  福利厚生施設の整備を行う事業主に支給（障害者1人につき上限225万円） 

  障害者が作業を容易に行えるような施設の設置・整備を行った場合の助成措置  

  障害者を介助する者等を配置した場合の助成措置  

○ 障害者介助等助成金 
   適切な雇用管理のために必要な介助者等の配置・委嘱 
 を行う事業主に支給（職業コンサルタントの配置1人につ 
 き月15万円等）   

  職場適応援助者による援助を行った場合の助成措置 

○ 職場適応援助者助成金 
   職場適応援助者による援助の事業を行う場合（福祉施設型）や、事業主が障害者である労働者の雇用に伴い  
  必要となる援助を行う職場適応援助者の配置を行う場合（事業所型）に支給（日額14,200円等（福祉施設型）等） 

  通勤の配慮を行った場合の助成措置 

  

○ 重度障害者等通勤対策助成金 
   障害者の通勤を容易にするための措置を行 
 う事業主等に支給（通勤援助者の委嘱1人に
つき１回2，000円等） 

能力開発を行った場合の助成措置 

○ 障害者能力開発助成金 
   障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための能力開発訓練事業を行う事業主等が、能力開発訓  

 練のための施設・設備の整備を行う場合等に支給（上限2億円（施設設置）等）  
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一般会計及び雇用保険特別会計の助成金等の概要 

障害者試行雇用 

（トライアル雇用）事業 
・ 障害者雇用への不安を解消するため、ハローワークの紹介により障害者に対し３か月 

 の試行雇用を行う事業主に対し助成。障害者1人につき、月4万円の奨励金を支給。 

精神障害者等 

ステップアップ雇用 

・ 精神障害者等を短時間就労から始め、仕事や職場への適応状況をみながら、 
 就業時間を伸ばしていく「ステップアップ雇用」を実施した事業主に対し助成。 
 精神 障害者等1人につき月2万5千円の奨励金を支給。 

特定求職者 

雇用開発助成金 
・ ハローワーク等の紹介により障害者を雇用する事業主に対し助成。 

難治性疾患患者 

雇用開発助成金 
・ 難病のある人をハローワークの紹介により雇い入れ、雇用管理に関する事項を 
 把握・報告する事業主に対し助成。 

重度障害者等多数雇用 

施設設置等助成金 

・ 重度障害者を多数雇い入れ、地域の障害者雇用の促進に資する取組に関する 

 計画を提出し、当該計画が他の計画に比して著しく優れていると認められる事業 

 主に対し、当該障害者のための施設設置等に要した費用の一部を助成。 

障害者初回雇用奨励金 
（ファースト・ステップ奨励金） 

・ 障害者雇用の経験がない中小企業で、初めて障害者を雇用した場合、100万円を支給。 

精神障害者 

雇用安定奨励金 
・ カウンセリング等を行う専門家を雇うなど、新規雇用した精神障害者や在職中の 

 精神障害者が働きやすい職場づくりを行った事業主に対し、その費用の一部を助成。 

特例子会社等 

設立促進助成金 
・ 特例子会社または重度多数雇用事業所を設立し、障害者を10人以上雇用した 

 場合に助成。 

職場支援従事者 

配置助成金 
・ ハローワーク等の紹介により重度知的障害者又は精神障害者を雇い入れ、 

 職場支援従事者の配置を行う事業主に対し助成。 

発達障害者 
雇用開発助成金 

・ 発達障害者をハローワークの紹介により雇い入れ、雇用管理に関する事項を 
 把握・報告する事業主に対し助成。 

問い合わせ先： ①、②ハローワーク ／③～⑩ハローワーク、労働局 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

一般 

一般 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 

雇用 
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労働・雇用分野における紛争解決制度について 

 

◎個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（抄） 

（紛争の自主的解決）  

第二条 個別労働関係紛争が生じたときは、当該個別労働関係紛争の当事者は、早期に、かつ、誠意

をもって、自主的な解決を図るように努めなければならない。  

（当事者に対する助言及び指導）  

第四条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争（労働関係調整法第六条に規定する労働争議に当た

る紛争及び特定独立行政法人等の労働関係に関する法律第二十六条第一項に規定する紛争を除く。）

に関し、当該個別労働関係紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合

には、当該個別労働関係紛争の当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができる。 

２ 都道府県労働局長は、前項に規定する助言又は指導をするため必要があると認めるときは、広く

産業社会の実情に通じ、かつ、労働問題に関し専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。 

３ 事業主は、労働者が第一項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不

利益な取扱いをしてはならない。  

（あっせんの委任） 

第五条 都道府県労働局長は、前条第一項に規定する個別労働関係紛争（労働者の募集及び採用に関

する事項についての紛争を除く。）について、当該個別労働関係紛争の当事者（以下「紛争当事者」

という。）の双方又は一方からあっせんの申請があった場合において当該個別労働関係紛争の解決

のために必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。 

２ 前条第三項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。  

（委員会の設置） 

第六条 都道府県労働局に、紛争調整委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

２ 委員会は、前条第一項のあっせんを行う機関とする。  

（委員会の組織） 

第七条  委員会は、三人以上政令で定める人数以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

（あっせん） 

第十二条 委員会によるあっせんは、委員のうちから会長が事件ごとに指名する三人のあっせん委員

によって行う。 

２ あっせん委員は、紛争当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即して事件が

解決されるように努めなければならない。  

第十三条 あっせん委員は、紛争当事者から意見を聴取するほか、必要に応じ、参考人から意見を聴

取し、又はこれらの者から意見書の提出を求め、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、これを

紛争当事者に提示することができる。 

２ 前項のあっせん案の作成は、あっせん委員の全員一致をもって行うものとする。  

第十四条 あっせん委員は、紛争当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員

会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労

働者を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。  

 

 

 

資料１８ 
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◎雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（抄） 

第六条 事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはな

らない。  

一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練  

二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるもの  

三 労働者の職種及び雇用形態の変更  

四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新  

（性別以外の事由を要件とする措置）  

第七条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別以

外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案し

て実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労働省令で定めるものにつ

いては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要

である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他

の合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。  

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等）  

第九条 事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定め

をしてはならない。  

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。  

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法第六十五条第一

項 の規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条第二項の規定による休業をしたことその他

の妊娠又は出産に関する理由であつて厚生労働省令で定めるものを理由として、当該女性労働者に

対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。  

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とす

る。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したとき

は、この限りではない。  

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置）  

第十二条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法の

規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保することができるようにしな

ければならない。  

第十三条 事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守

ることができるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならな

い。  

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。  

（苦情の自主的解決）  

第十五条 事業主は、第六条、第七条、第九条、第十二条及び第十三条第一項に定める事項（労働者

の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機

関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の労働者

の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図
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るように努めなければならない。  

（紛争の解決の促進に関する特例）  

第十六条 第五条から第七条まで、第九条、第十一条第一項、第十二条及び第十三条第一項に定める

事項についての労働者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律第四条、第五条及び第十二条から第十九条までの規定は適用せず、次条から第二十七条までに

定めるところによる。  

（紛争の解決の援助）  

第十七条 都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方から

その解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告

をすることができる。  

２ 事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利

益な取扱いをしてはならない。  

（調停の委任）  

第十八条 都道府県労働局長は、第十六条に規定する紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を

除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の申

請があつた場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の

解決の促進に関する法律第六条第一項 の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停を行わ

せるものとする。  

２ 前条第二項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。  

（調停）  

第十九条 前条第一項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」という。）は、三人の調停

委員が行う。  

第二十条 委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者の出頭を求め、その意見を

聴くことができる。  

２ 委員会は、第十一条第一項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争に係る調停のた

めに必要があると認め、かつ、関係当事者の双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事

件に係る職場において性的な言動を行つたとされる者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。  

第二十一条 委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員会が

置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働者

を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。  

第二十二条 委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告することができる。 
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◎労働審判法（平成 16年法律第 45号）（抄） 

（目的）  

第一条 この法律は、労働契約の存否その他の労働関係に関する事項について個々の労働者と事業主

との間に生じた民事に関する紛争（以下「個別労働関係民事紛争」という。）に関し、裁判所にお

いて、裁判官及び労働関係に関する専門的な知識経験を有する者で組織する委員会が、当事者の申

立てにより、事件を審理し、調停の成立による解決の見込みがある場合にはこれを試み、その解決

に至らない場合には、労働審判（個別労働関係民事紛争について当事者間の権利関係を踏まえつつ

事案の実情に即した解決をするために必要な審判をいう。以下同じ。）を行う手続（以下「労働審

判手続」という。）を設けることにより、紛争の実情に即した迅速、適正かつ実効的な解決を図る

ことを目的とする。 

（労働審判手続の申立て）  

第五条 当事者は、個別労働関係民事紛争の解決を図るため、裁判所に対し、労働審判手続の申立て

をすることができる。  

２ 前項の申立ては、その趣旨及び理由を記載した書面でしなければならない。 

 （労働審判委員会）  

第七条 裁判所は、労働審判官一人及び労働審判員二人で組織する労働審判委員会で労働審判手続を

行う。 

（労働審判官の指定）  

第八条 労働審判官は、地方裁判所が当該地方裁判所の裁判官の中から指定する。 

（労働審判員）  

第九条 労働審判員は、この法律の定めるところにより、労働審判委員会が行う労働審判手続に関与

し、中立かつ公正な立場において、労働審判事件を処理するために必要な職務を行う。  

２ 労働審判員は、労働関係に関する専門的な知識経験を有する者のうちから任命する。  

３ 労働審判員は、非常勤とし、前項に規定するもののほか、その任免に関し必要な事項は、最高裁

判所規則で定める。  

４ 労働審判員には、別に法律で定めるところにより手当を支給し、並びに最高裁判所規則で定める

額の旅費、日当及び宿泊料を支給する。  

（労働審判員の指定）  

第十条 労働審判委員会を組織する労働審判員は、労働審判事件ごとに、裁判所が指定する。  

２ 裁判所は、前項の規定により労働審判員を指定するに当たっては、労働審判員の有する知識経験

その他の事情を総合的に勘案し、労働審判委員会における労働審判員の構成について適正を確保す

るように配慮しなければならない。 

（決議等）  

第十二条 労働審判委員会の決議は、過半数の意見による。  

２ 労働審判委員会の評議は、秘密とする。  

（迅速な手続）  

第十五条 労働審判委員会は、速やかに、当事者の陳述を聴いて争点及び証拠の整理をしなければな

らない。  

２ 労働審判手続においては、特別の事情がある場合を除き、三回以内の期日において、審理を終結

しなければならない。  

 

 



（手続の非公開）  

第十六条 労働審判手続は、公開しない。ただし、労働審判委員会は、相当と認める者の傍聴を許す

ことができる。  

（労働審判）  

第二十条 労働審判委員会は、審理の結果認められる当事者間の権利関係及び労働審判手続の経過を

踏まえて、労働審判を行う。  

２ 労働審判においては、当事者間の権利関係を確認し、金銭の支払、物の引渡しその他の財産上の

給付を命じ、その他個別労働関係民事紛争の解決をするために相当と認める事項を定めることがで

きる。  

３ 労働審判は、主文及び理由の要旨を記載した審判書を作成して行わなければならない。  

４ 前項の審判書は、当事者に送達しなければならない。この場合においては、労働審判の効力は、

当事者に送達された時に生ずる。  

５ 前項の規定による審判書の送達については、民事訴訟法第一編第五章第四節（第百四条及び第百

十条から第百十三条までを除く。）の規定を準用する。  

６ 労働審判委員会は、相当と認めるときは、第三項の規定にかかわらず、審判書の作成に代えて、

すべての当事者が出頭する労働審判手続の期日において労働審判の主文及び理由の要旨を口頭で

告知する方法により、労働審判を行うことができる。この場合においては、労働審判の効力は、告

知された時に生ずる。  

７ 裁判所は、前項前段の規定により労働審判が行われたときは、裁判所書記官に、その主文及び理

由の要旨を、調書に記載させなければならない。  

（異議の申立て等）  

第二十一条 当事者は、労働審判に対し、前条第四項の規定による審判書の送達又は同条第六項の規

定による労働審判の告知を受けた日から二週間の不変期間内に、裁判所に異議の申立てをすること

ができる。  

２ 裁判所は、異議の申立てが不適法であると認めるときは、決定で、これを却下しなければならな

い。  

３ 適法な異議の申立てがあったときは、労働審判は、その効力を失う。  

４ 適法な異議の申立てがないときは、労働審判は、裁判上の和解と同一の効力を有する。  

５ 前項の場合において、各当事者は、その支出した費用のうち労働審判に費用の負担についての定

めがないものを自ら負担するものとする。  

（訴え提起の擬制）  

第二十二条 労働審判に対し適法な異議の申立てがあったときは、労働審判手続の申立てに係る請求

については、当該労働審判手続の申立ての時に、当該労働審判が行われた際に労働審判事件が係属

していた地方裁判所に訴えの提起があったものとみなす。 

２ 前項の規定により訴えの提起があったものとみなされる事件は、同項の地方裁判所の管轄に属す

る。  

３ 第一項の規定により訴えの提起があったものとみなされたときは、民事訴訟法第百三十七条、第

百三十八条及び第百五十八条の規定の適用については、第五条第二項の書面を訴状とみなす。 

 

 

http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40%91%e6%95%53%8e%4f%8f%5c%8e%b5%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000013700000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000013700000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000013700000000000000000000000000000
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